
「課題解決型高度医療人材養成プログラム（2014年度選定分）」成果報告

取組概要：今後の地域包括ケアシステムにおいて求められる高い実践能力と指導能力を有する理学療法士・作業療法士
を育成する環境・体制を整えるため、現職者に向けた「地域リハビリテーション学」コース（履修証明プログラム）お
よび卒前教育プログラム「在宅リハビリテーション論・実習」を開設し、人材育成を行なった。

取組大学：大阪府立大学
事業名称：在宅ケアを支えるリハビリ専門職の育成

易受講に配慮した124時間
e ラーニング:110時間
スクーリング:高利便性のサテライトキャンパス

訪問・通所
リハビリテーション
を実施する施設、
事業所

在宅 care

急性期病院
回復期病院

最新知識の提供
臨床指導者養成

大学院総合リハビリテーション学研究科

履修証明書
（修了生）
154通発行
対受入目標
180％

当事者

ICTツールを活用し、病院と在宅との円滑な情報共有を促進
多職種間情報共有システム

地域保健学域総合リハビリテーション学類

s「在宅リハビリテーション論」

「在宅リハビリテーション実習」

3回生

4回生

多職種連携を推進するコンテンツ
講師には、PT, OT, 医師、歯科医師、看護師、保健師、
ケアマネジャ、社会福祉士、経済学者、行政関係者、
情報ネットワーク専門家等

病院 cure

補助期間後2019年より文部科学省「職業実践力育成プログラム」認定事業
厚生労働省「専門実践教育訓練給付金」対象講座

病院勤務の
新人教育プログラム

株式会社エンブレースとの連携
Medical Care Station

補助期間後必修科目へ

在宅現場の近似再現教育
・在宅リハビリテーション実習室の整備
・iPadによる実技動画配信

受講の波及効果
修了半年後、1年後の追跡調査
・実践場面へ85％が成果活用
・多職種連携にて56％が学びを活用
・地域ケア会議へ21％が参画
・職場上司への調査より、80％の上司
が教育効果を実感

最新知識の提供
臨床指導者養成

現職者対象「地域リハビリテーション学コース」履修証明プログラム

受講生200人
（対目標100％）

受講生148人
（対目標106％）

在宅・地域での実践教育
・訪問・通所、介護予防事業での実習
・臨床指導者と大学教員連携のセミナー

受講生の88％が
主観理解度＞70％

受講生の71％が
成績評価＞70点

実習後セミナー＊主観、客観評価共に目標達成

大阪府立病院機構
での検討へ

受講応募数
271人

対受入目標
246％

修了生による臨床講義
人材交流の強化

成果の波及
全国の養成校に向けて
「手引き」発信へ

在宅・地域ケア現場の
臨床実習体制構築
養成校施設指定規則の改正
に先駆けた成果

臨床講師として
人材交流

職能団体の生涯学習教育ポイントとの互換
キャリアパス形成
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＜連絡先＞

事業推進責任者
連絡先

（連携大学名）

課題解決型高度医療人材養成プログラム（2014年度選定分）

事業結果報告書

申請担当大学名

事業名称

大阪府立大学

領域
（取組１（１）（２）、取組２（３）䛾み）

生体機能回復支援領域

取組名称 チーム医療に貢献でき、高い指導力を持ったメディカルスタッフ䛾養成

・着色した記入欄に記入してください。

・本報告書について䛿、補助期間（2014～2018年度）における取組実績を記入してください。

・記述欄について䛿、重要な箇所やポイントとなる部分に下線を用いるなど、読みやすさを考慮して記入し
てください。なお、ページ設定やフォント、フォントサイズ䛾変更䛿しないよう留意してください。

・定性的な成果・効果を記述する際䛿、数値データ等による根拠も併せて記入してください。

・記入欄䛿、決められたページ数を超えて記入すること䛿できません。（公平を期するため、印刷した際に超
えた分等に記載されている内容䛿評価䛾対象外とします。）

・行が不足する場合䛿、適宜追加してください。また、列䛾追加や削除等䛿行わないでください。

・事業開始前から各大学が行っている取組䛾成果や効果䛿、本事業による成果や効果と見なしません䛾で
記入しないでください。

・事業結果報告書に虚偽䛾記載が判明した場合、評点䛾減点を行います䛾で、記入にあたって䛿十分留
意願います。

・事業結果報告書䛾一部を公表する場合があります。

在宅ケアを支えるリハビリ専門職の育成

TEL

E-Mail

事務担当者
連絡先

cmy27504@osakafu-u.ac.jp

takabata@rehab.osakafu-u.ac.jp

羽曳野キャンパス事務所　
総務グループ長・山田　雅明、
事務担当・坂東　容子、事務担当・鎌田　麗子

職名・氏名

TEL

総合リハビリテーション学研究科教授
高畑　進一

072-950-2111

（記入要領・共通）

072-950-2111

E-Mail

職名・氏名



【様式１】

１．総括表　（（１）及び（２）で１ページ以内）

　（１）取組概要
（申請書に記載した〈事業䛾概要〉を転記してください。）

　（２）達成目標に対する成果・実績等

　在宅ケアで活躍できる理学療法士及び作業療法士䛾人材育成を目指し、実習指導者と学士課程䛾学生に向けた2つ䛾教育プログラ
ムを実施する。実習指導者教育プログラム䛿、本学研究科に遠隔学習を可能とする環境を整えた「地域リハビリテーション学」を学ぶ
コース（履修証明プログラム）を開設し、病院勤務䛾指導者に䛿病院から在宅ケアへ円滑に患者をつなぐため䛾制度理解を、訪問リハ
等在宅支援に関わる指導者に䛿医療と䛾ネットワーク構築を、それぞれ促すような人材育成を目指す。学士課程教育プログラム䛿、
在宅リハビリテーション䛾講義と実習から構成し、指導者向けプログラム修了者が関わりながら地域医療䛾在り方を修得させる。在宅
ケアを修得した新卒者と、医療と在宅ケア䛾連携体制づくり䛾概念を学んだ臨床家を輩出するプログラム完成後䛿、患者と医療情報
が円滑に循環する医療・在宅ケア大阪モデル（仮称）を試行し、事業䛾波及効果を䛽らう。

【達成目標】（工程表に記載した内容を転記してください。）
今後䛾地域包括ケアシステムにおいて求められる高い実践能力と指導能力を有する理学療法士・作業療法士を育成できる環境を整
える。
　・大阪府立大学学士課程において、院内臨床実習から在宅リハビリテーション（講義・実習）までを体系的に修得させるシステムを構
築する。
　・同大学大学院総合リハビリテーション学研究科において、病院勤務および訪問リハ等に関わる実習指導者による、医療と在宅ケア
䛾連携体制づくりを支援する履修証明プログラムコースを設置する。
【達成目標に対する成果・実績】
　本事業全体䛿、地域包括ケアシステム䛾構築において求められる高い実践能力と指導能力を有する理学療法士・作業療法士を育
成する環境を整えることを5カ年䛾達成目標と位置付け、目標を上回る効果・成果を得た上に、補助金事業終了後も同規模を維持した
まま推進していく。
○学士課程における、院内臨床実習から在宅リハビリテーション（講義・実習）までを体系的に修得させるシステム䛾構築
初年時に新たな教育システム䛾基盤を構築し、最終年度（2018年度）に䛿選択科目であった在宅リハビリテーション論を必修科目化し
た。
在宅リハビリテーション実習（理学療法学専攻、作業療法学専攻4回生）䛿、訪問・通所、介護予防事業䛾場で実習を行う従来にない形
態である。至適な教育目標や実習実施方法を整備し、在宅リハビリテーション䛾実習施設と䛿、病院における実習施設と同様に大学と
䛾実習委託契約を締結、指導者に䛿臨床講師䛾符号を与える等䛾教育システム体制を整えた。在宅リハビリテーション論䛾実施に向
けて䛿、在宅ケア䛾実習可能な学内実習環境を整備した（一部䛿学内䛾大学運営費による施設改修を含む）。学生がいつでも動画に
よる実技䛾確認を行うことができるよう、実技動画配信による自己学習䛾環境整備行った。
在宅リハビリテーション論（3回生）䛿受講者数、成績評定、受講後䛾主観達成評価全てで目標値をほぼ達成した。受講者数䛿、選択
科目であった2015年度から2017年度䛾3年間で146名（定員50名）、必修化した2018年度に䛿54名が受講した（事業期間全200名）。在
宅リハビリテーション実習䛾成績䛿、全受講者数䛾6割以上がA評定以上（A+：23.4％、A：37.5％）䛾高い学習効果を得た。
　○研究科における、病院勤務および訪問リハ等に関わる実習指導者による医療と在宅ケア䛾連携体制づくりを支援する履修証明プ
ログラムコース䛾設置
本学初䛾履修証明プログラムコースとなる「地域リハビリテーション学コース」䛾教育システム構築䛿完成し、目標値（計110名）を大幅
に上回る計198名䛾受講生を受入れ、補助事業期間中に154通（2018年3月現在、35名䛿受講中）䛾履修証明書䛾発行に至った。
大学院に併設するeラーニングによる履修証明プログラムコース「地域リハビリテーション学コース」䛿、デジタルコンテンツ著作権に配
慮しつつ、講義配信システムを構築した。職能団体（理学療法士、作業療法士）䛾キャリア教育と䛾接続性も兼䛽備え、履修証明書を
以ってキャリアアップ䛾ポイント互換を可能とした。
受講䛾波及効果について䛿、受講半年後䛾調査結果により、直接対象者へ䛾実践場面で85％が受講による成果を活用できたと回答
し、多職種連携へ䛾効果䛿、自施設内で79％、他施設間で䛿56％が受講効果を実感していた。受講一年後も同程度䛾主観的効果を
認めており、医療と在宅ケア䛾連携体制づくりに及ぼす教育効果が検証できたも䛾と考える。
○医療・在宅ケア情報共有システム（大阪モデル）䛾提案
　大阪モデルで䛿、在宅ケア䛾体系的教育プログラムとして、学士課程からリカレント教育をめざす大学院コースまで䛾新たな教育シ
ステムと、IC㼀ツールを活用した事例単位で䛾迅㏿な多職種間情報共有を推進する、総合的な教育システム「地域リハビリテーション人
材育成モデル」䛾構築を行った。地域䛾医師会等と連携しながら本プログラム修了生が、完全非公開型医療介護専用㻿N㻿など䛾IC㼀
ツールを利活用できる方法を検討することにより、多職種間で患者情報を共有するため䛾ネットワーク化を推進することができた。

【目標が達成できなかった点・達成するために工夫した点】
※どういった理由で目標䛾達成が難しかった䛾か、達成するためにどういった工夫をした䛾か具体的に記載してださい。
目標達成䛾ために工夫したこと䛿数多くあるが、主に䛿以下䛾5点である。
・積極的な成果発信と広報活動：職能団体䛾学会に加え、地域ケアに関連する多職種が所属する学会で䛾成果報告、広報活動を積
極的に行うとともに、㻿N㻿や専用HP上へ䛾情報発信、成果に伴う招待講演等、頻繁で広範囲䛾成果発信に努めた。
・デジタルコンテンツ䛾活用と継続的な更新：学士課程䛾自己学習用配信コンテンツ䛿もちろん䛾こと、現職者にとってeラーニングによ
るプログラム䛿、受講きっかけと䛾回答が多く、そ䛾内容も毎年刷新していくことで、受講応募数増加につながった。
・医師・看護師等䛾外部評価委員へ䛾招聘：リハビリ専門職に期待される事柄、他職種における教育方法、行政的学術的に俯瞰的な
情報等が、プログラム改訂や広報戦略に対して大変有用であった。
・職能団体と䛾連携：採択決定後、直ちに職能団体と䛾折衝を図り、最初䛾履修証明プログラム修了生を輩出するまでに生涯学習ポ
イント䛾互換を可能とした。これにより、受講応募者拡大に繋がった。
・全学で䛾事業推進：本事業䛾実施部局である総合リハビリテーション学研究科䛾みならず、事務部門、他研究科と䛾連携推進ならび
に学長を始めとする理事から䛾教育効果に対する理解を得たこと。



　（３）年度別䛾計画（工程表）に対する実施状況（実績欄䛿、インプット・プロセス、アウトプット、アウトカム䛾それぞれについて最大１ページ以内）

計
画

（
工
程
表

）

実
績

・「在宅リハビリテーション
論」䛾開講:理学療法学専
攻・作業療法学専攻3年生
47名受講
・「在宅リハビリテーション
実習」䛾実施：理学療法学
専攻・作業療法学専攻4年
生49名受講
・地域リハビリテーション学
コース新規受入れ：①第4
期生36名（応募者数43名、
定員比1.19倍）、②第5期生
36名（応募者数49名、定員
比1.36倍）
・外部評価委員会䛾開催（4
月）
・地域リハビリテーション学
コース 平成29年度オープ
ンセミナー䛾開催：参加者
80名
・長崎大学と䛾合同フォー
ラム開催：参加者80名
・事業専用ホームページ䛾
べアクセス6,225回
・事業専用Facebookペー
ジ、䛾べ閲覧回数100,034
回

・地域リハビリテーショ ンン学
コース説明会䛾開催（5月、7
月及び3月）
・臨床実習指導者と学内教員
と䛾ワークショップを開催（5月
及び3月）
・受講生PCによるe-learning
䛾受講環境整備
・地域リハビリテーション学
コースeラーニング教材全講
義106本中14本を改定、さら
に、新たなeラーニング教材4
本を構築
・自己学習用䛾在宅リハビリ
テーション実習動画コンテンツ
計19本を、学生用端末へ配信
・第52回日本理学療法学術学
会（5月）、第51回日本作業療
法学術大会（9月）、第76回日
本公衆衛生学会総会（10
月）、オープンキャンパス（8
月）などにて事業に関する広
報活動を実施。
・多職種間情報共有システム
（医療・在宅ケア情報共有シ
ステム）を試行を前提とした、
完全非公開型医療介護専用
㻿N㻿導入に関する課題整理を
行った。

・「在宅リハビリテーション
論」䛾開講:理学療法学専
攻・作業療法学専攻3年生
54名受講
・「在宅リハビリテーション
実習」䛾実施：理学療法学
専攻・作業療法学専攻4年
生47名受講申請
・地域リハビリテーション学
コース新規受入れ：第6期
生35名（応募者数䛿35名、
定員比1.2倍）、
・外部評価委員会䛾開催（3
月）
・地域リハビリテーション学
コース 平成30年度オープ
ンセミナー䛾開催：参加者
37名）
・事業専用ホームページ䛾
べアクセス6,131回　
・事業専用Facebookページ
䛾べ閲覧回数15,912回

・地域リハビリテーショ ンン学
コース説明会䛾開催（5月、7
月及び3月）
・臨床実習指導者と学内教員
と䛾ワークショップを開催（5月
及び3月）
・受講生PCによるe-learning
䛾受講環境整備
・地域リハビリテーション学
コースeラーニング教材全110
本中9本を改定
・自己学習用䛾在宅リハビリ
テーション実習動画コンテンツ
計19本を、学生用端末へ配信
・第30回大阪府理学療法学術
大会（7月）、第52回日本作業
療法学術大会（9月）、日本地
域理学療法学会学術大会（12
月）、オープンキャンパス（8月
開催）などにて事業に関する
広報活動を行った
・医療・在宅ケア情報共有シ
ステムを実施するにあたり、
情報共有ツールとして完全非
公開型医療介護専用㻿N㻿を
導入した。

 ・プロジェクトKick-off 
　ミーティング䛾開催
　（10月、学長を䛿じめ
　学内関係者46名䛾参加）　
 ・総合リハビリテーション
　学研究科教員へ䛾FD
　セミナー開催（2月、
　全43名中23名䛾参加）
 ・履修証明制度䛾学内
　勉強会䛾開催（8月）
 ・デジタルコンテンツ䛾
　作成に関する教員セミ
　ナー開催（12月）　
 ・黒田研二教授（医師）を
　委員長とする6名䛾
　委員で構成される外部
　評価委員会を設置（3月）　
 ・長崎大学と䛾交流事業䛾
　開催（3月）　
 ・事業専用ホームページ
　開設（1月）、䛾べアクセス
　767名（3月末現在）

 ・事業実施委員会䛾設置　
 ・履修証明プログラム
　「地域リハビリテーション
　学」コース䛾講義概要䛾
　作成
　（8講座、計120時間）、
　学士課程「在宅リハビリ
　テーション論」䛾シラバス
　作成、新規科目䛾設置
　承認
 ・地域リハビリテーショ ンン
　学コース説明会䛾開催　
 ・臨床実習指導者と学内
　教員䛾合同ワークショップ
　を開催
 ・学士課程自己学習用
　実習動画コンテンツ䛾
　作成開始
 ・遠隔講義配信システム䛾
　試験運用（11月、3回）
　
 ・日本理学療法士協会
　及び日本作業療法士
　協会へ䛾協力要請会議

 ・「在宅リハビリテーション
　論」䛾開講：理学療法学
　専攻・作業療法学専攻
　全3年生52名受講
 ・「在宅リハビリテーション
　実習」䛾実施：理学療法
　学専攻・作業療法学専攻
　4年生36名受講　
 ・地域リハビリテーション
　学コース新規受入れ：
　1期生（10月入学）25名、
　計画より25％増、応募者
　数䛿56名、定員比2.8倍
 ・地域リハビリテーション
　学コース、スタートアップ
　セミナー開催
　（約240名䛾参加）
　
 ・事業専用ホームページ
　（平成26年度開設）、
　䛾べアクセス8,135名　
 ・事業専用Facebook
　ページを開設（6月）、
　14,160䛾閲覧回数

 ・地域リハビリテーショ ンン
　学コース説明会及び
　臨床実習指導者と学内
　教員と䛾ワークショップを
　開催
 ・e-learning教材を作成
　及び受講環境を整備
　（受講用端末（iPad）䛾
　貸与、自己PCによる
　受講環境設定）　
 ・e-learning受講生䛾相談
　窓口等として「地域リハビ
　リテーション学フォーラム」
　サイトを開設
 ・「在宅リハビリテーション
　実習室」䛾新整備　
 ・「在宅リハビリテーション
　論」講師として、臨床実習
　指導者等が学内教育へ
　参画　
 ・自己学習用䛾在宅リハビ
　リテーション実習動画コン
　テンツ計19本作成し、学
　生用端末へ配信

 ・「在宅リハビリテーション
　論」開講：理学療法学
　専攻・作業療法学専攻
　全3年生47名受講
 ・「在宅リハビリテーション
　実習」実施：理学療法学
　専攻・作業療法学専攻
　4年生36名受講
 ・地域リハビリテーション
　学コース新規受入れ：
　①第2期生（4月入学）
　　41名、計画より
　　205％増、応募者42名
　　(定員比1.05倍) 
　②第3期生（10月入学）
　　27名、計画より
　　135％増、応募者46名
　　(定員比1.84倍) 
 ・地域リハビリテーション学
　コース、オープンセミナー
　開催(107名䛾参加) 
 ・事業専用ホームページ、
　䛾べアクセス5,488名
 ・事業専用Facebookページ
　18,869䛾閲覧回数

 ・地域リハビリテーション
　学コース説明会䛾開催
　（5月、7月）
 ・臨床実習指導者と学内
　教員と䛾ワークショップを
　開催（5月）
 ・e-learning䛾受講環境
　整備し、第2期生から
　自己䛾PCによる受講が
　可能となった
 ・地域リハビリテーション
　学コース検討部会で
　履修証明プログラムに
　対応したe-learning教材
　106時間及びスクーリング
　（オープンセミナー含む）
　14時間で履修証明プロ
　グラム120時間を構築
 ・講義内容と受講生䛾理解
　到達度に対する評価シス
　テム䛾構築
 ・事業パンフレットに
　受講生䛾声を掲載し
　改訂（第2版作成）

・「在宅リハビリテーション論」
開講：理学療法学専攻・作業
療法学専攻3年生50名受講
・「在宅リハビリテーション実
習」実施：理学療法学専攻・
作業療法学専攻4年生35名
受講
・地域リハビリテーション学
コース新規受入れ：20名（うち
理学療法士10名、作業療法
士10名）

・臨床実習指導者に向けて
地域リハビリテーション学
コース䛾説明会を開催
・臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップを開催
（年2回）

・「在宅リハビリテーション
論」開講：理学療法学専攻・
作業療法学専攻3年生
・「在宅リハビリテーション
実習」実施：理学療法学専
攻・作業療法学専攻4年生
・地域リハビリテーション学
コース新規受入れ：30名（う
ち理学療法士15名、作業療
法士15名）

・臨床実習指導者に向けて
地域リハビリテーション学
コース䛾説明会を開催
・臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップを開催
（年2回）
・医療・在宅ケア情報共有
システムを試行

・「在宅リハビリテーション
論」開講：理学療法学専攻・
作業療法学専攻3年生
・「在宅リハビリテーション
実習」実施：理学療法学専
攻・作業療法学専攻4年生
・地域リハビリテーション学
コース新規受入れ：40名（う
ち理学療法士20名、作業療
法士20名）

・臨床実習指導者に向けて
地域リハビリテーション学
コース䛾説明会を開催
・臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップを開催
（年2回）
・学内で䛾FDを開催
・医療・在宅ケア情報共有
システムを実施

定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾
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・事業統括部会䛾設置
・授業コンテンツ䛾作成開
始
・臨床実習指導者に向けて
地域リハビリテーション学
コース䛾説明会を開催
・臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップを開催
・遠隔講義配信システム䛾
試験運用

・「在宅リハビリテーション
論」開講：
理学療法学専攻・作業療法
学専攻3年生50名受講
・「在宅リハビリテーション
実習」実施：理学療法学専
攻・作業療法学専攻4年生
30名受講
・地域リハビリテーション学
コース、後期より新規受入
れ：20名（うち理学療法士10
名、作業療法士10名）

・臨床実習指導者に向けて
地域リハビリテーション学
コース䛾説明会を開催
・臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップを開催
（年2回）

定量的なも䛾

【様式１】

　　（計画部分䛿工程表から転記し、対応する実施状況を実績欄に記入してください。2014年度・2015年度䛾実績について䛿、中間評価時に提出した進捗状況報告書から転記してください）

年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

区分 定量的なも䛾 定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾



定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾定量的なも䛾

年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

区分 定量的なも䛾 定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾

計
画

（
工
程
表

）

実
績

 ・平成27年度報告書（全
　180頁）を250冊増刷し、
　全て䛾臨床実習病院・
　施設へ配布（5月発送）
 ・日本公衆衛生学会総会
　（10月）にて、2演題䛾
　学会発表
 ・地域リハビリテーショ ンン
　学コース2期生䛾応募者
　䛾うち、約半数を広報活
　動により獲得（ホーム
　ページ21％、学会5％、
　そ䛾他21％）
 ・地域リハビリテーション
　学コース3期生䛾応募者
　䛾うち、約半数を広報活
　動により獲得（ホーム
　ページ26％、学会4％、
　説明会4％、そ䛾他11％）
 ・事業パンフレットを改訂
　し、第2版事業パンフレット
　を作成

・「在宅リハビリテーション
論」単位履修者数：3年生47
名・計画より6％減（うち理
学療法学専攻25名・作業療
法学専攻22名）
・「在宅リハビリテーション
実習」単位履修者数：4年生
49名・計画より22％増（うち
理学療法学専攻24名・作業
療法学専攻25名）
 ・9月に27通（第3期修了者
27名）、3月に32通（第4期
修了者32名）、計59通䛾履
修証明書発行（計画比
236％増）
・地域リハビリテーショ ンン学
コース説明会に66名（P㼀：
35名、O㼀：31名）䛾臨床実
習指導者が参加（計画より
165％増）
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに24名
（P㼀：10名、O㼀：14名）が参
加（計画より20％減）
・実習動画コンテンツ䛾活
用：受講生䛾57％が講義時
間外に視聴し自己学習に
活用

 ・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指
導者（第1期及び第2期修了
生計60名）に対して、受講
半年後に医療と在宅ケア䛾
連携実践について追跡調
査を行った結果35名が回答
し、退院・退所前カンファレ
ンスに多職種を参集した者
䛿8名（40％）、サービス担
当者会議に多職種を参集し
た者䛿5名（33%）、地域ケア
会議に参加経験者䛿23%で
あった。
・事業に関する平成29年度
報告書を全国261䛾養成校
と174䛾臨床実習病院・施
設に送付（3月）

・第10回日本訪問リハビリ
テーション協会学術大会な
ど4つ䛾学会で本事業䛾成
果を発表（計５題）

・「在宅リハビリテーション
論」単位履修者数：54名・計
画より8％増（うち理学療法
学専攻25名・作業療法学専
攻29名）
・「在宅リハビリテーション
実習」単位履修者数：4年生
47名・計画（40人）より18％
増（うち理学療法学専攻25
名・作業療法学専攻22名）
・9月に35通（第5期修了者
35名）䛾履修証明書発行
（計画比増減なし）
・地域リハビリテーショ ンン学
コース説明会に101名（P㼀：
41名、O㼀：60名）䛾臨床実
習指導者が参加（計画より
253％増）
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに22名
（P㼀：13名、O㼀：9名）が参
加（計画（䛿30人）より27％
減）
・実習動画コンテンツ䛾活
用：受講生䛾50％が講義時
間外に視聴し自己学習に
活用

・地域リハビリテーション学コース
修了䛾臨床実習指導者59名に対
し、半年後に医療と在宅ケア䛾連
携実践について追跡調査を行っ
た結果、33名が回答、退院・退所
前カンファレンスに多職種を招集
した者9名（60.0％）、サービス担
当者会議に多職種を招集した者8
名（72.7%）、地域ケア会議参加者
24.2%であった。
同じく、修了生64名に対して、受
講1年後䛾追跡調査を行った結
果31名が回答、退院・退所前カン
ファレンスに多職種を参集した者
8名（50.0％）、サービス担当者会
議に多職種を参集した者4名
（22.2%）、地域ケア会議参加者
12.9％であった。
・5か年䛾事業に関する成果報告
書を、全国272䛾養成校及び175
䛾臨床実習病院・施設に送付（3
月）
・第52回日本作業療法学術大会
など3つ䛾学会、シンポジウム、
教育講演で本事業䛾成果を発表
した。
・第15回eラーニング大賞（11月）
において、「医療系eラーニング全
国交流会会長賞」を受賞、12月に
受賞記念講演を行なった。
・札幌医科大学（12月）にて、本
事業䛾概要について講演した。

・在宅リハ実習䛾報告書を
作成し、学外に周知する
・学士課程䛾学習システム
を学会報告
・地域リハビリテーション学
コース設置䛾成果報告（学
会）

・「在宅リハビリテーション
論」履修：理学療法学専攻・
作業療法学専攻3年生50名
・「在宅リハビリテーション
実習」修了：理学療法学専
攻・作業療法学専攻4年生
40名
・地域リハビリテーション学
コース修了者に履修証明
書25通発行
・ 地域リハビリテーション学
コース䛾説明会に40名䛾
臨床実習指導者が参加
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに30名
が参加

・地域リハビリテーション学
コース修了者が医療と在宅
ケア䛾連携を推進できる
・在宅リハ実習䛾報告書を
作成し、学外に周知する
・地域リハビリテーション学
コース設置䛾成果報告（学
会）

・「在宅リハビリテーション
論」履修：理学療法学専攻・
作業療法学専攻3年生50名
・「在宅リハビリテーション
実習」修了：理学療法学専
攻・作業療法学専攻4年生
40名
・地域リハビリテーション学
コース修了者に履修証明
書35通発行
・ 地域リハビリテーション学
コース䛾説明会に40名䛾
臨床実習指導者が参加
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに30名
が参加
・学内で䛾FDに理学・作業
療法学専攻教員16名
(80％)が参加

・地域リハビリテーション学
コース修了者が医療と在宅
ケア䛾連携を推進できる
・在宅リハ実習䛾報告書を
作成し、学外に周知する
・地域リハビリテーション学
コース設置䛾成果報告（学
会）

 ・「在宅リハビリテーション
　論」自己学習用　実習
　動画コンテンツ2本完成
 ・地域リハビリテーショ ンン学
　コース説明会に73名䛾
　臨床実習指導者が参加
　（計画より82％増）
  ・臨床実習指導者と学内
　教員䛾合同ワークショップ
　に15名が参加

 ・高畑教授をリーダーと
　する事業統括部会：
　全21回開催、
　樋口教授、地域リハビリ
　テーション学コース検討
　部会：全7回開催、
　日垣教授、学士教育
　プログラム検討部会：
　全5回開催、
　淵岡教授、学習支援環境
　検討部会：全10回開催、
　奥田教授、広報部会：
　全2回開催、
　吉田教授、実践評価
　部会：全4回開催
 ・地域リハビリテーショ ンン学
　コース説明会：直接会議
　䛾参加者73名、遠隔会議
　（計3回、46名䛾臨床実習
　指導者が参加）

 ・「在宅リハビリテーション
　論」単位履修者数：3年生
　52名・計画より4％増（うち
　理学療法学専攻26名・
　作業療法学専攻26名）
 ・「在宅リハビリテーション
　実習」単位履修者数：
　4年生36名・計画より
　20％増（うち理学療法学
　専攻25名・作業療法学
　専攻11名）
 ・地域リハビリテーショ ンン学
　コース説明会に85名䛾
　臨床実習指導者が参加
　（計画より110％増）
 ・臨床実習指導者と学内
　教員と䛾ワークショップに
　24名が参加

 ・実習動画コンテンツ：
　受講生䛾85％が5本以上
　を、62％が全19本を講義
　時間外に視聴し自己学習
　に活用

 ・事業䛾内容と実施方法を
　記載した報告書（全180
　頁）を300冊作成し、
　全国公私立䛾理学
　療法士・作業療法士
　養成校へ配布
 ・日本公衆衛生学会総会
　にて、1演題䛾学会発表

 ・「在宅リハビリテーション
　論」受講前後及び地域リ
　ハビリテーション学コース
　䛾受講生における理解度
　を評価、結果を平成27年
　度報告書で公表（事業
　専用ホームページでも
　公表）
 ・地域リハビリテーショ ンン学
　コース1期生䛾応募者䛾
　うち、約半数を広報活動
　により獲得（ホームページ
　17％、パンフレット17％、
　13％学会）

 ・「在宅リハビリテーション
　論」単位履修者数：3年生
　47名・計画より6％減（うち
　理学療法学専攻23名・
　作業療法学専攻24名）
 ・「在宅リハビリテーション
　実習」単位履修者数：
　4年生36名・計画より3％
　増（うち理学療法学専攻
　25名・作業療法学専攻
　11名）
 ・9月に第1期修了、23通䛾
　履修証明書発行
　（計画比15％増）
 ・平成28年11月時点で䛿、
①地域リハビリテーション学
　コース説明会に57名䛾臨床
　実習指導者が参加
②臨床実習指導者と学内
　教員と䛾ワークショップに
　9名が参加
 ・実習動画コンテンツに
　ついて䛿、受講生が講義
　時間外に自己学習に活用
　できるよう、12月1日配信
　（1月開講）

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト

・「在宅リハビリテーション
論」䛾動画資料2種を作成
・ 地域リハビリテーション学
コース䛾説明会に40名䛾
臨床実習指導者が参加
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに15名
が参加

・大学内で5つ䛾検討部会
が活動開始
・地域リハビリテーション学
コース䛾説明会における直
接会議と遠隔会議䛾併用

・「在宅リハビリテーション
論」：理学療法学専攻・作業
療法学専攻3年生50名履修
・「在宅リハビリテーション
実習」：理学療法学専攻・作
業療法学専攻4年生30名修
了
・ 地域リハビリテーション学
コース䛾説明会に40名䛾
臨床実習指導者が参加
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに30名
が参加

・在宅リハ実習䛾報告書を
作成し、学外に周知する
・学士課程䛾学習システム
を学会報告

・「在宅リハビリテーション
論」：理学療法学専攻・作業
療法学専攻3年生50名履修
・「在宅リハビリテーション実
習」：理学療法学専攻・作業
療法学専攻4年生35名修了
・地域リハビリテーション学
コース修了者に履修証明書
20通発行
・ 地域リハビリテーション学
コース䛾説明会に40名䛾臨
床実習指導者が参加
・ 臨床実習指導者と学内教
員と䛾ワークショップに30名
が参加



定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾定量的なも䛾

年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

区分 定量的なも䛾 定性的なも䛾 定量的なも䛾 定性的なも䛾

計
画

（
工
程
表

）

実
績

・学士課程3年生「在宅リハビ
リテーション論」䛾成績B評定
以上：受講生䛾85.1％、受講
後䛾肯定的主観評価（満足
度）：97.6％
・学士課程4年生「在宅リハビ
リテーション実習」䛾成績B評
定以上：95.8％
・「在宅リハビリテーション論」
履修学生　目標達成度6割以
上90.3％
・地域リハビリテーション学
コース修了生全59名（第3期
27名及び第4期生32名）に対
して、受講修了時にアンケート
調査を行った結果（回収率
96.7％）、19.0％が地域ケア会
議へ参加
・多職種間情報共有システム
（医療・在宅ケア情報共有シ
ステム）を大阪府内で試行す
るにあたり、地域リハビリテー
ション学コース䛾スクーリング
講師に、完全非公開型医療
介護専用㻿N㻿䛾開発・普及に
取り組む株式会社日本エンブ
レース䛾代表取締役を招聘
し、導入活用事例について知
見を深めた。

・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指
導者（第3期修了生27名）䛾
上司に対してアンケート調
査を行った結果（7名が回
答、回収率25.9％）、86％が
教育効果を認めた。特に
「受講生本人䛾発言や提
案」、「多職種連携」でそ䛾
評価が高かった。
・在宅リハビリテーション実
習において医療と在宅ケア
䛾連携について経験してほ
しい内容を盛り込んだ地域
実習経験チェックリスト（試
案）を作成。
・「地域リハビリテーション
学」コース䛾修了が、日本
理学療法士協会より専門・
認定理学療法士䛾100ポイ
ント、日本作業療法士協会
より認定作業療法士基礎
研修䛾10ポイントとして認
定され、第1〜4期修了生計
119名䛾キャリア形成を支
援。

・学士課程3年生「在宅リハビ
リテーション論」䛾成績B評定
以上：受講生䛾94％、受講後
䛾肯定的主観評価（満足度）：
92.5％
・学士課程4年生「在宅リハビ
リテーション実習」䛾成績B評
定以上：95.7％
・「在宅リハビリテーション論」
履修学生　目標達成度6割以
上100％
・地域リハビリテーション学
コース第5期修了生35名に対
して、受講修了時にアンケート
調査を行った結果（回収率
97.1％）、20.6％が地域ケア会
議へ参加
・医療・在宅ケア情報共有シ
ステムを大阪府内で試行する
にあたり、完全非公開型医療
介護専用㻿N㻿を活用し、地域
リハビリテーション学コース䛾
受講生35名及び修了生154
名、計189名とIC㼀ツールを利
活用できる方法を検討した。

・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指導
者（第4期生32名及び第5期生
35名）䛾上司に対してアン
ケート調査を行った結果（12
名が回答、回収率17.9％）、
75.0％が修了者䛾教育効果を
認めた。特に「受講生本人䛾
発言や提案」、「後輩指導」で
そ䛾評価が高かった。
・学士課程4年生47名に対し
地域実習経験チェックリストを
用いて調査した結果、サービ
ス担当者会議䛿14名
（29.8％）、主治医や他事業所
と䛾連絡調整䛿7名
（14.9％）、地域ケア会議䛿6
名（12.8％）が経験していた。
・「地域リハビリテーション学」
コース䛾修了が、日本理学療
法士協会に専門・認定理学療
法士䛾100ポイント、日本作業
療法士協会より認定作業療
法士・基礎研修䛾10ポイントと
して認定され、第1〜5期修了
生計154名䛾キャリア形成を
支援。

 ・地域リハビリテーション
　学コース䛾説明会に
　46施設（理学療法学
　専攻・作業療法学専攻
　両実習施設䛾26％）から
　73名䛾臨床実習指導者
　が参加

 ・地域リハビリテーション
　学コース䛾履修証明書が
　専門・認定理学療法士䛾
　申請ポイント100ポイント
　として承認（キャリアアップ
　と䛾接続性）
 ・ワークショップ及び地域
　リハビリテーション学コー
　ス説明会䛾参加者
　（臨床実習指導者）：
　在宅ケアへ䛾興味あり
　75％
　（学内教員）：興味あり
　60％

 ・学士課程3年生「在宅リハ
　ビリテーション論」䛾成績
　B評定以上：受講生䛾71
　％、受講後䛾肯定的主観
　評価：79％
 ・学士課程4年生「在宅リハ
　ビリテーション実習」䛾
　成績B評定以上：100％、
　肯定的主観評価：88％
 ・「在宅リハビリテーション
　論」履修学生　知識7点
　以上（10点中）17％→
　75％へ増加、　技能7点
　以上27％→55％へ増加
 ・「在宅リハビリテーション
　実習」履修学生　知識7点
　以上4％→92％へ増加、
　技能7点以上0％→36％
　へ増加

 ・臨床実習指導者䛾地域
　ケア会議に対する認知
　度が、ワークショップ前
　（H26）62％からワーク
　ショップ後（H27）75％へ
　増加
 ・学士課程プログラム「在
　宅リハビリテーション論」
　「在宅リハビリテーション
　実習」䛾履修学生で䛿、
　医療と在宅ケア䛾連携に
　対する興味関心が7点
　以上（10点中）䛾割合が
　それぞれ79％、88％
 ・学士課程䛾受験生向け
　䛾オープンキャンパス
　にて「在宅リハビリテー
　ション論」䛾新設と社会
　ニーズを説明し、新たな
　卒前教育内容䛾重要性
　を周知（入試面接時に、
　受験理由䛾一つに挙げる
　学生あり）

 ・学士課程3年生「在宅
　リハビリテーション論」䛿、
　現在開講中
 ・学士課程4年生「在宅
　リハビリテーション実習」
　䛾成績B評定以上：91％、
　肯定的主観評価：80％
 ・「在宅リハビリテーション
　実習」履修学生　知識7点
　以上17.3％→61.1％へ
　増加、技能7点以上
　3.8％→12.2％へ増加
 ・地域リハビリテーション
　学コース修了者䛾13％
　が地域ケア会議へ参加
　（第1期生修了時点）

 ・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指
導者に今後追跡調査を実
施することへ䛾同意を取得
 ・学士課程プログラム　「在
宅リハビリテーション実習」
䛾履修学生で䛿、医療と在
宅ケア䛾連携に対する興
味関心が7点以上（10点中）
䛾割合が77.6％
 ・学士課程䛾受験生向け
であるオープンデイ（8月）
にて「在宅リハビリテーショ
ン論」䛾新設と社会ニーズ
を説明
 ・日本作業療法士協会よ
り、「地域リハビリテーション
学」コース䛾履修証明書が
生涯学習ポイント䛾10ポイ
ントとして認定(キャリアアッ
プと䛾
　接続性）

・学士課程開講「在宅リハビ
リテーション論・実習」䛾受講
学生䛾75％以上がB評定（70
点）以上を修める
・同上䛾受講学生䛾主観評
価において肯定的評価が
75％以上
・地域リハビリテーション学
コース修了者䛾所属する病
院・施設䛾10％から地域ケア
会議へ参加する

・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指
導者䛿、医療と在宅ケア䛾
連携を実践できる
・学士課程プログラムで䛿、
医療と在宅ケア䛾連携につ
いて理解が高まる
・学士課程で䛾在宅リハビ
リテーション知識修得䛾重
要性を周知できる
・地域リハビリテーション学
コース修了（履修証明書）
と、理学療法士・作業療法
士䛾キャリア形成をめざす
生涯学習プログラム（職能
団体管理）と䛾互換性が制
度化される

・学士課程開講「在宅リハ
ビリテーション論・実習」䛾
受講学生䛾80％以上がB
評定（70点）以上を修める
・同上䛾受講学生䛾主観評
価において肯定的評価が
80％以上
・地域リハビリテーション学
コース修了者䛾所属する病
院・施設䛾10％から地域ケ
ア会議へ参加する
・大阪府内1か所において、
医療・在宅ケア情報共有シ
ステム(大阪モデル)を試行
する

・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指
導者䛿、組織的に医療と在
宅ケア䛾連携を実践できる
・学士課程プログラムで䛿、
医療と在宅ケア䛾連携につ
いて理解が高まる
・地域リハビリテーション学
コース修了（履修証明書）
が、理学療法士・作業療法
士䛾キャリア形成を支援で
きる

・学士課程開講「在宅リハ
ビリテーション論・実習」䛾
受講学生䛾80％以上がB
評定（70点）以上を修める
・同上䛾受講学生䛾主観評
価において肯定的評価が
80％以上
・地域リハビリテーション学
コース修了者䛾所属する病
院・施設䛾15％から地域ケ
ア会議へ参加する
・大阪府内2か所において、
医療・在宅ケア情報共有シ
ステム(大阪モデル)を試行
する

・地域リハビリテーション学
コース修了䛾臨床実習指
導者䛿、組織的に医療と在
宅ケア䛾連携を実践できる
・学士課程プログラムで䛿、
医療と在宅ケア䛾連携につ
いて理解が高まる
・地域リハビリテーション学
コース修了（履修証明書）
が、理学療法士・作業療法
士䛾キャリア形成を支援で
きる

ア
ウ
ト
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・直接会議と遠隔会議を併
用した地域リハビリテーショ
ン学コース䛾説明会に䛿、
本学実習施設䛾30％が参
加し、プログラム䛾主旨を
周知できる

・「在宅リハビリテーション
論」䛾動画資料を作成する
ことで、学士課程学生䛾関
心を高め学習効果䛾向上
が期待できる
・ワークショップ䛾開催によ
り、臨床実習指導者と教員
䛾「在宅ケア」に対する意
識が高まる

・学士課程開講「在宅リハ
ビリテーション論・実習」䛾
受講学生䛾70％がB評定
（70点）以上を修める
・同上䛾受講学生䛾主観評
価において肯定的評価が
75％以上

・ワークショップ䛾開催によ
り、臨床実習指導者と教員
䛾「在宅ケア」に対する意
識が高まる
・学士課程プログラムで䛿、
医療と在宅ケア䛾連携につ
いて理解が高まる
・学士課程で䛾在宅リハビ
リテーション知識修得䛾重
要性を周知できる



　（４)これまで䛾取組全般における成果・効果

　　（図表等䛾挿入も可。全体で１ページ以内）

【取組全般における成果・効果】

【定量的に示すこと䛾できる成果・効果（事業前後で䛾比較等）】

【補助金䛾使途䛾うち、成果・効果を上げるため䛾貢献度が高かったも䛾】
※理由と併せて具体的に記入してください。

　　○本事業䛾実施によって解消することを目指している課題に対する成果・効果及び本事業䛾実施による付随的な効果等
　　○新しい人材養成システム等が導入されたことによる、従来と䛿異なる新規性・独創性䛾ある成果・効果
　　○連携大学、自治体、地域医療機関、民間企業等と䛾連携体制䛾構築による成果や効果
　などについて、可能な限り数値的な根拠を示しつつ、具体的に記入してください。

○本事業成果䛾新規性・独創性
「課題解決型高度医療人材養成プログラム」䛿、我が国が抱える医療現場䛾諸課題等に対して、科学的根拠に基づい
た医療が提供でき、健康長寿社会䛾実現に寄与できる、これから䛾時代に資する優れた医療人材を養成することを目
的に、大学自らが特色ある体系的教育プログラム・コースを構築し、全国へ䛾普及を目指して取り組む事業、と位置づ
けられている。本学䛾事業䛿、在宅ケアで活躍できる理学療法士および作業療法士䛾人材育成を目指す“現職者教
育プログラム”「地域リハビリテーション学コース」と、在宅におけるリハビリテーション䛾あり方を、学生が現職者䛾行う
講義（在宅リハビリテーション論）、実習（在宅リハビリテーション実習）から学ぶ“学士課程教育プログラム”を構築し
た。特に、地域における訪問リハや通所リハ、介護予防事業で䛾実習䛿、今後䛾指定規則において導入が決定した先
駆的な内容である。これらに、IC㼀ツールを活用した迅㏿な多職種間情報共有を推進する取組みを加えた、総合的な
教育システム「地域リハビリテーション人材育成モデル」䛾構築を行った。地域䛾医師会・行政等と連携しながら本プロ
グラム修了生が、完全非公開型医療介護専用㻿N㻿䛾IC㼀ツールを利活用し、多職種間で患者情報を共有するため䛾
ネットワーク化を推進することができた。
○職能団体と䛾連携体制䛾構築による成果
“現職者教育プログラム”䛿、文部科学省が、社会人䛾職業キャリア形成に活かす学習プログラムとして推奨する履修
証明プログラムとして認定されたことにより、日本理学療法士協会、日本作業療法士協会䛾卒後教育プログラム䛾一
環として認定され、事業を展開してきた。2018年度末現在、150名を超える“現職者教育プログラム”（地域リハビリテー
ション学コース）修了者と約200名䛾“学士課程教育プログラム”受講者を輩出し、着実な実績を積み重䛽てきた。
○本事業䛾実施による付随的な効果
本事業䛾“学士課程教育プログラム”䛿、本学䛾必修講義、実習として、“現職者教育プログラム”䛿、大阪府立大学䛾
履修証明プログラムとして存続し、今後も高度医療人材䛾育成を継続する。特に、“現職者教育プログラム”䛿、第15
回e-Learning大賞 医療系e-Learning全国交流会会長賞を受賞し、文部科学省䛾職業実践力育成プログラム（BP）にも
認定され、厚生労働省䛾専門実践教育訓練給付金制度䛾対象となることも決定した。本事業が、これから䛾時代に応
じた高度医療人材養成䛾モデルとして、全国各地へ普及する追風となった。
○地域医療機関と䛾連携体制䛾構築による成果
大阪府立病院機構（大阪急性期・総合医療センター、大阪䛿びき䛾医療センター、大阪精神医療センター、大阪国際
がんセンター、大阪母子医療センター）と䛾連携を強化し、本学䛾「地域リハビリテーション学コース」受講が、大阪府立
病院機構における新人教育䛾一環として組み込まれることが検討されている。
○民間団体と䛾連携体制䛾構築による効果
　国内で、完全非公開型医療介護専用㻿N㻿䛾無料提供を行っている株式会社日本エンブレース（代表取締役、伊東学
氏）と䛾連携により、“現職者教育プログラム”䛾受講生に対して、在宅ケアにおけるIC㼀ツール䛾導入および多職種間
で患者情報を共有するため䛾ネットワーク化を推進することができた。

1）専従プロジェクト教員および事務職員䛾人件費：履修証明プログラムコース䛾受講生対応（eラーニング講義へ䛾質
問、レポート管理、スクーリング準備、受講費経理等）とプログラム䛾高水準維持に䛿、専従人員が必須であるため。
2）外部講師招聘䛾人件費（謝金）：地域リハビリテーション学コース䛾効果的な体制づくりに䛿多職種䛾知見提供が不
可欠である。学内䛾他部局から䛾講師に加え、在宅ケアに関わる医師、看護師・行政職等による講義を整えた。
3）在宅ケア䛾実習を可能とする実習室䛾環境整備：学士課程䛾学生が在宅ケアに必要なスキル䛾繋がりを理解し、
在宅を想定した環境下で対象者をイメージしながら実践力を身に着けることができ、高い教育効果を得た。

○学士課程プログラム受講後䛾評価（対象：平成28年度から平成30
年度まで䛾全受講生147名）
　1）受講後䛾成績評価
　在宅リハビリテーション論䛾成績䛿、出欠状況および試験点数を
加味して総合的に判定を行った。そ䛾結果、A+䛿36％、A䛿35％、B
䛿21%、C䛿3％、D䛿5%であった。受講生䛾7割以上䛾105名が80点
以上（A、A+）䛾成績を修めた。
　在宅リハビリテーション実習䛾成績䛿、受け入れ施設から䛾評価
および、学内で実施した実習後セミナーへ䛾出席状況、発表、およ
びレポートなどを加味して総合的に判定した。そ䛾結果、A+䛿23％、
A䛿38％、B䛿34%、C䛿6％であった。全体䛾6割以上が80点以上
（A、A+）䛾成績を修めた。
　2）受講後䛾主観評価　
受講後䛾主観評価についてアンケート調査を行い、140名から回答
を得た。評価䛿6段階（6点：最良）から䛾選択とした。
理解度について䛿6点が6％、5点が26％、4点が56％、3点が8％、2
点が2％、1点が1％であった。満足度について䛿6点が17％、5点が
37％、4点が40％、3点が6％、2点、1点䛿0％であった。

○現職者プログラム受講前後䛾比較
（対象：平成30年度まで䛾修了生計154名）
　地域リハビリテーション学コース䛾8講座名を質
問項目として、受講前後䛾知識変化を調査した。
6段階評価（1：全く知識がない、6：十分知識があ
る）䛾回答結果から、大幅な知識䛾上昇が確認
できた。



【様式２】

２．教育プログラム・コース䛾状況

　教育プログラム・コース䛾受入人数

※　複数䛾プログラム・コースがある場合䛿、本シートを複製し、各教育プログラム・コース毎に作成してください。

　(１)　教育プログラム・コース䛾対象者ごと䛾人数を記入願います。

　　　※１　 受入目標人数を掲げていない箇所に䛿「-」を記入してください。

①　教育プログラム・コースを開講する予定であったが、教育プログラム・コースが開講できなかった。
②　教育プログラム・コースを開講したが、希望者が受入目標人数に満たなかった。
③　教育プログラム・コースを開講し、希望者が受入目標人数を上回っていたが、基準を満たさず不合格となった者がいた。
④　教育プログラム・コースを開講したが、希望者が受入目標人数を満たさず、また不合格となった者もいた。

No.1 教育プログラム・コース名称：

理学療法学専攻 作業療法学専攻

受入
目標
人数

ー ー 0

受入
人数

0 0 0

受入
目標
人数

25 25 50

受入
人数

26 26 52

受入
目標
人数

25 25 50

受入
人数

23 24 47

受入
目標
人数

25 25 50

受入
人数

25 22 47

受入
目標
人数

25 25 50

受入
人数

25 29 54

　(２)　本プログラムによる教育効果等について

① 　こ䛾プログラム・コース䛾受講によって修了者や受講生が身に付けた／身に付けつつある能力（教育効果）について、具体的に記入してください

② 　①で記入した教育効果について、ど䛾ような方法で把握・評価しているか、具体的に記入してください

　(３)　プログラム・コース修了者䛾活躍状況（所属先や役割等）を記入してください。

2016

2014
（理由）

受入目標よりも受入人
数が下回った理由

学部 実習指導者

2015
（理由）

　　　※２ 　各年度ごとに、受入目標人数に対して受入人数が下回っている場合䛿、右欄に下記①～④から状況を選択した上で、そ䛾理由を記入してください。

　受講生全員を対象に行った自記式質問紙調査䛾結果、在宅ケアへ䛾関心度䛿10段階評価で平均7.5となっており、在宅リハビリテーション実習前䛾段階において
も、非常に関心が高いことがわかる。在宅リハビリテーション実習を通して、実際䛾在宅療養者にふれ、臨床実習指導者䛾実践場面を同行見学することにより、資
格取得後に在宅ケア関連施設また䛿在宅ケア関連施設を併設している病院に就職を希望し、在宅䛾現場で活躍する者が増えることが予想される。また、次年度4
回生で䛾臨床実習においても、担当患者䛾退院後䛾生活を具体的に想像する力が身に付いているため、入院中から在宅を見据えたリハビリテーションプログラム
䛾立案が可能になったという評価が得られている。さらに䛿、就職先が病院になった場合でも在宅復帰を円滑に推進し、関連他職種と連携できる人材として䛾活躍
が期待される。

　本プログラム䛿3つ䛾テーマ（接遇とリスクマネジメント、療養支援、家族介護者䛾健康支援）から構成されており、修了者䛿それぞれ䛾テーマに関する知識を身に
付け、実践能力を身に付けつつある。本事業で設置した実習室で䛿、対象者䛾自宅を再現した環境下で接遇、介護ベッドやリフトを䛿じめとする福祉用具䛾使用方
法だけでなく、指導方法を学ぶことができ、受講生䛿在宅現場で実践できる能力を身に付けることができた。また、人工呼吸器装着者や胃瘻㐀設者へ䛾在宅で䛾
対応等、既存カリキュラムで䛿学ぶ機会が少なかった内容を含んでいることから、過去に学んだ基礎知識が在宅で䛾実践にど䛾ように結びつくかを実技や演習を
交えて学び、教科書的な知識に留まらない実践能力を身に付けることができた。

　受講生䛾主観的効果と客観的効果䛾双方から教育効果を把握し改善に努めている。受講生䛾主観評価䛿、受講前後比較にリッカートスケールを用いた自記式
質問紙評価を実施している。受講前䛾主観評価で䛿「実践能力を身に付けていない」とする回答が半数を超えているが、受講後に䛿「実践能力を身に付けている」
䛾肯定回答が過半数へ増加する。また、授業中に䛿社会人大学院生によるティーチングアシスタント（㼀A）が実技中䛾各グループを巡回してアドバイスを行い、受
講生䛾習熟度を個別に確認することにより質問紙調査で䛿把握できない実践能力を評価している。さらに、学期末に䛿教育目標に準じた筆記試験䛾実施により、
学習習熟度を客観的に評価している。

2017

③　教育プログラム・コースを開
講し、希望者が受入目標人数を
上回っていたが、基準を満たさ
ず不合格となった者がいた。

（理由）選択科目䛾た
め、選択しない学生や
出席日数不足による不
合格䛾ため

2018
（理由）

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ論(3年生対象)

③　教育プログラム・コースを開
講し、希望者が受入目標人数を
上回っていたが、基準を満たさ
ず不合格となった者がいた。

（理由）選択科目䛾た
め、選択しない学生や
出席日数不足による不
合格䛾ため

そ䛾他 合計

インテンシブコースに該当する場合は左にチェックを入れてください。



【様式２】

２．教育プログラム・コース䛾状況

　教育プログラム・コース䛾受入人数

※　複数䛾プログラム・コースがある場合䛿、本シートを複製し、各教育プログラム・コース毎に作成してください。

　(１)　教育プログラム・コース䛾対象者ごと䛾人数を記入願います。

　　　※１　 受入目標人数を掲げていない箇所に䛿「-」を記入してください。

①　教育プログラム・コースを開講する予定であったが、教育プログラム・コースが開講できなかった。
②　教育プログラム・コースを開講したが、希望者が受入目標人数に満たなかった。
③　教育プログラム・コースを開講し、希望者が受入目標人数を上回っていたが、基準を満たさず不合格となった者がいた。
④　教育プログラム・コースを開講したが、希望者が受入目標人数を満たさず、また不合格となった者もいた。

No.1 教育プログラム・コース名称：

理学療法学専攻 作業療法学専攻

受入
目標
人数

ー ー 0

受入
人数

0 0 0

受入
目標
人数

25 5 30

受入
人数

25 11 36

受入
目標
人数

25 10 35

受入
人数

25 11 36

受入
目標
人数

25 10 35

受入
人数

25 11 36

受入
目標
人数

25 15 40

受入
人数

25 15 40

　(２)　本プログラムによる教育効果等について

① 　こ䛾プログラム・コース䛾受講によって修了者や受講生が身に付けた／身に付けつつある能力（教育効果）について、具体的に記入してください

② 　①で記入した教育効果について、ど䛾ような方法で把握・評価しているか、具体的に記入してください

　(３)　プログラム・コース修了者䛾活躍状況（所属先や役割等）を記入してください。

　修了生䛾多く䛿卒業後すぐに、在宅ケア関連施設へ就職する者䛿少ないも䛾䛾、在宅ケア関連施設を併設している医療法人へ就職する者が半数程度を占め、
「最初䛿病院で䛾経験を積み、将来的に䛿地域や訪問リハビリテーションで活躍したい」という希望を有する修了生も多いことから、長期的な教育効果が期待され
る。急性期病院や回復期病院へ就職した者について䛿、退院後䛾患者䛾生活を具体的に想定し、在宅支援䛾関係者と連携しながら円滑に在宅復帰へつなぐことが
できる人材として䛾活躍が期待される。

2016
（理由）

2017
（理由）

2018
（理由）

　在宅リハビリテーション実習で䛿、次に掲げる到達目標を設定している。1.地域リハビリテーションにおける地域理学療法（もしく䛿地域作業療法）䛾位置付け、展
開を説明できる。2. 在宅でリハビリテーションを実施する際䛾留意事項を説明できる。3. 家族へ䛾配慮、介助指導等䛾方法について説明できる。4.理学療法（もしく
䛿作業療法）によって心身機能が維持・改善できる問題と、環境整備や社会的資源䛾活用によって維持・改善できる問題を整理することができる。
　本プログラム䛾受講学生䛿実習指導者とともに、訪問リハへ䛾同行見学やサービス担当者会議䛾見学、ケアマネ等と䛾連携䛾場に面することで、上記䛾能力を
習得していく。

　在宅リハビリテーション実習䛾教育効果䛿、臨床実習指導者による到達目標と対応した評価票および、実習後に学内で実施するセミナーで䛾発表、グループ討議
䛾様子、課題レポートにより総合的に成績判定を実施した。加えて、自記式質問紙調査による知識䛾理解度、実践能力䛾習得度を評価し、主観的な達成程度につ
いても教育効果を測っている。臨床実習指導者と䛾連携体制䛾構築強化に䛿、指導方法や学内指導方法䛾改善を目的としたワークショップを毎年開催し、到達目
標䛾妥当性や実習指導内容について協議を重䛽ている。

2014
（理由）

2015
（理由）

　　　※２ 　各年度ごとに、受入目標人数に対して受入人数が下回っている場合䛿、右欄に下記①～④から状況を選択した上で、そ䛾理由を記入してください。

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習(4年生対象)

学部 実習指導者
そ䛾他 合計

受入目標よりも受入人
数が下回った理由

インテンシブコースに該当する場合は左にチェックを入れてください。



【様式２】

２．教育プログラム・コース䛾状況

　教育プログラム・コース䛾受入人数

※　複数䛾プログラム・コースがある場合䛿、本シートを複製し、各教育プログラム・コース毎に作成してください。

　(１)　教育プログラム・コース䛾対象者ごと䛾人数を記入願います。

　　　※１　 受入目標人数を掲げていない箇所に䛿「-」を記入してください。

①　教育プログラム・コースを開講する予定であったが、教育プログラム・コースが開講できなかった。
②　教育プログラム・コースを開講したが、希望者が受入目標人数に満たなかった。
③　教育プログラム・コースを開講し、希望者が受入目標人数を上回っていたが、基準を満たさず不合格となった者がいた。
④　教育プログラム・コースを開講したが、希望者が受入目標人数を満たさず、また不合格となった者もいた。

No.1 教育プログラム・コース名称：

理学療法学専攻 作業療法学専攻

受入
目標
人数

ー ー 0

受入
人数

0 0 0

受入
目標
人数

10 10 20

受入
人数

17 7 24

受入
目標
人数

10 10 20

受入
人数

50 17 67

受入
目標
人数

15 15 30

受入
人数

49 23 72

受入
目標
人数

20 20 40

受入
人数

28 7 35

　(２)　本プログラムによる教育効果等について

① 　こ䛾プログラム・コース䛾受講によって修了者や受講生が身に付けた／身に付けつつある能力（教育効果）について、具体的に記入してください

② 　①で記入した教育効果について、ど䛾ような方法で把握・評価しているか、具体的に記入してください

　(３)　プログラム・コース修了者䛾活躍状況（所属先や役割等）を記入してください。

　本コース修了者䛾約半数が、地域リハビリテーション業務（訪問リハビリテーション、デイサービス、行政等）に従事している（兼務を含む）。所属先で新たな業務
推進や事業を企画提案する立場で活躍する修了生も多い。医療と在宅ケア䛾ネットワーク化を促進できる修了生が地域へ輩出されることにより、地域包括ケアシ
ステム構築に向けた社会ニーズに応えるべく、修了者䛾幅広い活躍が期待できる。
　地域における活動・連携䛾実際に関して䛿、全修了者（154名）䛾うち22％が地域ケア会議に参加するようになったと回答した。修了半年後䛾追跡調査結果から
䛿、50％以上䛾者が多施設にまたがる多職種䛾参加する会議体に参加するようになったと回答した。修了1年後に䛿多職種連携䛾ためにIC㼀導入を36％䛾者が
試みており、着実な教育効果が確認されている。

2016
（理由）

2017
（理由）

2018

②　教育プログラム・コースを開
講したが、希望者が受入目標人
数に満たなかった。

（理由）受講料倍額と、
受入時期を年2回から
秋期䛾みへ䛾統一によ
る。どちらも補助金事
業終了後䛾運営継続
䛾ため䛾体制整備であ
る。

　1年間䛾地域リハビリテーション学コース䛾修了者䛿、教育目標に掲げた以下䛾能力を習得することができる。1）医療・保健・福祉をめぐる社会動向について説
明できる、（2）在宅医療において情報通信技術（IC㼀）を適切に活用できる、（3）対象者・家族・職場内において適切なマネジメントができる、（4）患者・利用者に適
切な社会資源情報を提供できる、（5）人生䛾最終段階におけるリハビリテーション専門職䛾役割を理解できる、（6）在宅ケアにおける予後予測と障害予防䛾ため
䛾評価および適切な対応ができる、（7）訪問リハビリテーションにおいて医学的、対人的、労働環境的リスクマネジメントができる、（8）生活期における疾病・障害を
理解し適切に対応できる。

　地域リハビリテーション学コース䛾教育効果䛿、教育目標に対応した全8講座毎䛾理解度を評価するため䛾課題レポートと、受講前後に実施する教育目標別䛾
知識習得䛾自記式調査票によって評価している。課題レポート䛿半期毎に4課題䛾提出締切を設定し、本プログラム䛾専従教員によって評価および指導を行って
いる。受講前後䛾自記式調査票による評価結果で䛿、経験年数による受講前䛾知識量差が、1年間䛾受講によって補完される傾向にある。経験年数が20年を超
える受講生層においても相対的な向上を認めており、新卒者から経験豊富な受講生までに十分対応したプログラム内容であることを確認している。
　修了後䛾中長期的な教育効果䛾ために、受講後半年、一年に追跡調査䛾実施も行なっている。加えて、職場上司に対するアンケート調査を行い、修了生䛾職
場内で䛾客観的変化䛾聴取を通じて本コース䛾効果を把握するよう努めている。

2014
（理由）

2015
（理由）

　　　※２ 　各年度ごとに、受入目標人数に対して受入人数が下回っている場合䛿、右欄に下記①～④から状況を選択した上で、そ䛾理由を記入してください。

地域リハビリテーション学コース
(履修証明プログラム）

学部 実習指導者
そ䛾他 合計

受入目標よりも受入人
数が下回った理由

インテンシブコースに該当する場合は左にチェックを入れてください。



３．推進委員会から䛾要望、指摘事項等へ䛾対応状況

【学外有識者䛾参画状況】
※選任䛾考え方等を含めて具体的に記載してください。

③事業期間終了後も各大学において事業を継
続することを念頭に、具体的な事業継続䛾方
針･考え方について検討すること。また、多く䛾
大学に自ら䛾教育改革を進める議論に活用して
もらうため、選定大学が開発 ・実践する教育プ
ログラムから得られる成果等を、可能な限り可
視化した上で、地域や社会に対して分かりやす
く情報発信すること。

　成果等䛾可視化について䛿、学術的観点より他大学が本学䛾教育プログラムを実践できるよ
う、そ䛾開発課程や内容について、手引き書を大学ホームページへ䛾公表を進めているところで
ある。すでに、リハビリテーション関連䛾専門雑誌（理学療法ジャーナル）に䛿、事業概要を紹介す
る記事が掲載され、リハビリテーションケア合同研究大会に䛿、教育講演として教育プログラム䛾
内容および成果を公表した。そ䛾他、多職種が参加する日本公衆衛生学会や在宅ケア学会等、
リハビリ専門職䛾教育関係者が参加する学会等にて学術報告を重䛽、そ䛾効果䛾発信に努め
た。
　地域や社会に対して䛿、本事業ホームページや㻿N㻿（Facebook、ツイッター）において教育プロ
グラム䛾内容や既存䛾教育課程と䛾位置付けを公表し、さらに随時事業進捗状況を発信すること
で、補助事業による成果をわかりやすく伝えることに努めた。年度単位䛾詳細な成果や事業推進
方法について䛿、「活動報告書」を冊子体で作成し、全国䛾理学療法士・作業療法士䛾養成課程
䛾ある教育機関へ毎年配布してきあ。さらに同活動報告書䛿、本事業䛾ホームページ上でPDF配
信（無料）しており、広く一般社会へ䛾情報公開に寄与している。なお、こ䛾ホームページ䛿補助
事業終了後も存続運営することが決定している。

【具体的な事業継続䛾方針・考え方】

　学外有識者䛿、外部評価委員、学士課程教育プログラム「在宅リハビリテーション論・実習」及び
「地域リハビリテーション学コース」䛾各講師に多数招き、地域医療やチーム医療䛾推進に貢献で
きる体制を整備してきた。外部評価委員䛿、委員長として在宅ケア䛾あり方に精通する医師（黒田
研二氏）を選任し、リハビリ専門職を対象とした本教育プログラム䛾大局的な方向性を助言されて
いる。そ䛾他委員に䛿、地域ケアにおけるリハビリ専門職䛾あり方と、チーム医療における役割が
位置付けられるよう、地域包括ケア学講座䛾医師、在宅看護を専門とする看護師・保健師（大学
教員）、在宅療養支援を専門とする他職種（管理栄養士・大学教員）、リハビリテーション専門医を
選任した。各教育プログラムに䛿、例え䜀、医療・保健・福祉をめぐる社会動向を俯瞰できるよう、
国立社会保障・人口問題研究所䛾研究者、厚生労働省老健局老人保健課䛾担当者を、社会資
源䛾活用について䛿、大牟田市において認知症サポート研究会を立ち上げ地域づくりを実践した
行政担当者を招いた。在宅医療・人生䛾最終段階医療におけるリハビリ専門職䛾役割を検討す
るため、在宅医療に関わる開業医や在宅ターミナルケアに取り組む訪問看護師（事業所長）等に
よる講義を実施している。そ䛾他多数䛾臨床家を講師として招き、実践的な見地から本事業を推
進できるように構築している。

② 事業䛾実施に当たって䛿、学長・学部長等䛾
リーダーシップ䛾もと、責任体制を明確にした上
で、全学的な実施体制で行うこと。また、地域医
療䛾充実やチーム医療䛾推進䛾観点からも、
学外䛾有識者にも積極的に参画いただき、事業
䛾構想を実現できる体制を構築すること。

　事業推進代表者に学長、事業推進責任者に総合リハビリテーション学研究科長を配し、全学的
な実施体制で事業を推進している。学長䛾リーダーシップにより学内で䛿大学改革䛾重点施策䛾
一つとして位置付けられ、地域に貢献できる人材育成䛾体制が素早く構築された。事業䛾推進に
あたって䛿全体䛾運営・統括を担う事業統括部会䛾下に小部会を設定し、委員として総合リハビ
リテーション学研究科䛾教員を20人程度配置した。教育プログラムを含む事業全般䛾構築・整備・
運用にあたって䛿、総合企画課・教育推進課・総務グループ・学生グループ等䛾学内事務組織と
䛾連携を䛿かり、教職員が相互に協力する体制を敷いた。

　本事業を継続するにあたり、事業推進代表者である学長䛾下、総合リハビリテーション学研究科
に設置してきた各部会（事業統括部会、地域リハビリテーション学コース検討部会、学士教育プロ
グラム検討部会、学習支援環境検討部会、実践評価部会）䛿、補助事業期間終了後において
䛿、そ䛾役割を既存䛾委員会（教育運営委員会、広報委員会等）へ発展的統合した。履修証明プ
ログラム「地域リハビリテーション学コース」䛾運営について䛿、専門䛾部会を教育運営委員会䛾
下部組織として「履修証明プログラム運営部会」を新たに設置し、円滑な事業継続体制を築いてい
る。事務運営体制について䛿各事務機関（学生グループ、総務グループ、総合企画課、教育推進
課等）が引き続き支援を行う。
　　財源確保について䛿、補助事業期間中より、履修証明プログラム「地域リハビリテーション学
コース」䛾受講生から䛿受講料を徴収しており、補助事業終了後に向け漸増的な受講料䛾増額を
実施した。本コース䛾更なる普及強化に向けて、文部科学省䛾職業実践力育成プログラム（BP：
Brush up Program for professional）に認定され、厚生労働省䛾教育訓練給付制度（専門実践教
育訓練給付）䛾指定講座に認定されたことにより、受講生に対する経済的負担䛾軽減措置も完了
している。学士課程䛾教育プログラム䛿必修科目とし、補助事業終了後に䛿本プログラム䛾講師
を非常勤講師として任用し、訪問リハビリテーション実習を病院における臨床実習と同様䛾扱いと
し、学内䛾教育財源によって運用することが決定している。さらに本事業䛿開始当初年度以来、
事業推進代表者䛾学長䛾強いリーダーシップで事業を推進しており、補助期間終了後について
も、こ䛾姿勢に変化䛿なく、大学中期計画目標䛾一つとして位置づけられ、事業運用継続䛾ため
䛾財源補填について䛿、事業推進代表者䛾学長より学内運営費から䛾財政的支援が確約されて
おり、事業全体䛾継続準備䛿整っている。

【成果等䛾可視化、地域や社会へ䛾情報発信】

【責任体制、実施体制】
※複数大学が連携する取組䛿、連携体制についても記載してください。

　（１）　推進委員会から䛾選定時における要望事項へ䛾対応状況について、ど䛾ように対応し、どう改善されたか具体的に記入してください。（１ページ以内）

【様式３】

選定時における推進委員会から䛾要望事項 対応結果

①事業期間中䛿、ＰＤＣＡサイクルによる工程管
理を行った上で、全国䛾模範となるよう体系的
な教育プログラムを展開すること。そ䛾際、履修
する学生や医療従事者等䛾キャリアパス形成に
繋がる取組や体制を構築すること。

　本事業体制䛿、年度別䛾工程表に基づき実行し、評価に関して䛿自己評価・点検体制と外部評
価体制を整えた。自己点検体制䛿、1年目䛾2014年度より、事業実施体制䛾一つとして学内に「実
践評価部会」を設置し、事業全体䛾評価方法䛾検討もそ䛾機能䛾一部としてきた。こ䛾実践評価
部会䛾評価方針に沿って、「事業統括部会」が開催する企画調整会議（毎週開催）にて、研究科
長、事業統括リーダー、各部会長により事業䛾目標に対する進捗と発展䛾方向性について随時、
自己点検を重䛽てきた。これら䛾事業進捗状況䛿、総合リハビリテーション学研究科教授会に、
毎月書面にて報告することにより、実施主体である総合リハビリテーション学研究科教員全体で
事業䛾質的な点検・評価する体制を設けた。加えて、教授会資料䛿学内連携組織である事務所
長、学生グループ長、総務グループ長にも閲覧され、事務組織による事業䛾量的進捗䛾点検・評
価が毎月実施されるようにした。外部評価体制で䛿、在宅ケアを専門とする医師や看護師等によ
る外部評価委員会を設置し、年次単位䛾進捗状況を評価し、審査結果䛿学内䛾事業統括部会に
通知され改善に取り組んできた。外部評価結果䛾詳細䛿【様式4-1】に記載した。

【ＰＤＣＡサイクルによる工程管理】
※評価から改善䛾流れ等について、具体例等を含めて記入してください。

【キャリアパス形成につながる取組や体制】

　履修証明プログラム「地域リハビリテーション学コース」を修了することにより、下記䛾通り日本理
学療法士協会及び日本作業療法士協会䛾下記ポイントとして認定され（修了者による各協会へ䛾
申請手続きをもって認定される）、キャリアパス形成に役立てることが可能となるよう制度を構築し
た。
日本理学療法士協会：
専門理学療法士について䛿、7つ䛾専門領域䛾うち次䛾5領域「神経」「運動器」「内部障害」「生活
環境支援」「教育・管理」が必要ポイント560䛾うち䛾100ポイントとして認定される。認定理学療法
士について䛿、23䛾認定領域䛾うち次䛾13領域「地域理学療法」「脳卒中」「神経筋」「脊髄損傷」
「運動器」「切断」「呼吸」「循環」「代謝」「健康増進・参加」「介護予防」「臨床教育」「管理・運営」が
必要ポイント180䛾うち100ポイントとして認定される。
日本作業療法士協会：
生涯学習䛾生涯教育制度（認定作業療法士および専門作業療法士）䛾基礎ポイント（10ポイント）
として認定される。



●教育䛾達成率が評価指標となっているが、包括ケア介入䛾アウト
カム䛾評価についても示されることを期待したい。

　地域包括ケアシステムにおける、地域リハビリテーション学コース受
講生䛾教育評価について䛿、コース修了者もしく䛿修了者䛾所属する
病院・施設䛾セラピストが地域ケア会議へ参加する割合を以って、アウ
トカム䛾目標値䛾一つと設定した。補助事業期間中に修了した154名䛾
修了直後評価で䛿、約20％が地域ケア会議に関与し、目標値䛿大幅
に上回っていた。行政による地域ケア会議䛾実施体制が整備されてい
く経過を含んでいたことを鑑みると、今後、修了生䛾地域包括ケアへ䛾
参画率䛿増加していくことが見込まれる。半年後、1年後䛾追跡調査結
果から䛿、地域ケア会議を含む他施設・多職種で構成される会議体へ
䛾出席した際、過半数䛾者が受講による知識を活かすことが出来たと
回答し、組織マネジメントに䛿約60％䛾者が受講成果を実感したと回答
した。プログラム䛾、地域包括ケアにおける受講䛾波及効果を確認す
ることができた。

●医療機関、看護ステーション等と大学（当該関係者）と䛾連携責任
と役割をより明確にしていくことが望ましい。

　医療機関や訪問看護ステーションと本学と䛾連携について䛿、学士
課程教育プログラム䛾一つ「在宅リハビリテーション実習」䛾実施にお
いて、教育上䛾責任と役割を明確に位置付けた。現在、学生（4年生）
が当該実習を行う施設䛿、大阪府内を中心とした訪問看護ステーショ
ン、医療機関（病院）であり、これら䛾施設に対し大学䛿実習指導を委
託し、施設側䛾実習責任者に䛿臨床講師䛾称号を付与し、そ䛾役割を
明確にした上で教育プログラムを遂行している。また、教育効果を実習
責任者が評価し、そ䛾評価結果と学内で䛾報告会や学生䛾報告書内
容を総合的に判断して、学生䛾到達度評価としている。学内で䛾報告
会成果䛿「報告書」にまとめ、実習施設へ送付しており、大学と実習施
設䛾教育連携体制を整えている。

●実際に在宅に関わる医師、看護師がど䛾程度担当者に加わって
いる䛾か、またど䛾ような役割を担う䛾かをより明らかにされることが
望ましい。

　在宅に関わる医師や看護師䛿、地域リハビリテーション学コース䛾講
師として、現職䛾理学療法士、作業療法士䛾教育に関わっている。講
座名「在宅医療・人生䛾最終段階における医療」において医師2名、訪
問看護師1名、「訪問リハにおけるリスクマネジメント」䛾講座で歯科医
師1名、「在宅ケアにおける予後予測」䛾講座において医師2名、訪問看
護師1名、保健師1名、「生活期䛾疾病理解」において䛿、認知症䛾方と
家族を支えるNPO法人代表䛾看護師1名が、それぞれe-learning講義
䛾講師として実践的な知識と共に、理学療法士、作業療法士䛾在宅ケ
アにおける役割期待と連携方法について教授している。
　コース開講式に䛿、在宅医療を実践し、地域づくりを展開する佐藤伸
彦医師をスタートアップセミナー（公開）䛾講師として迎え、医療職が地
域に関わる心構えを伝える役割を担っていただいている。

推進委員会から䛾指摘事項 対応結果

【様式３】

　（２） 推進委員会から䛾選定時における指摘事項（改善を要する点、留意事項）へ䛾対応について、ど䛾ように対応し、どう改善されたか
　　　具体的に記入してください。（１ページ以内）



【様式３】

　（３）　推進委員会から䛾中間評価時における要望事項へ䛾対応等について、ど䛾ように対応し、どう改善されたか具体的に記入してください。
　　　　　（１ページ以内）

中間評価時における推進委員会から䛾要望事項 対応結果

※自己点検や外部評価によって事業全体䛾ブラッシュアップを実施した具体例等を含めて記入し
てください。
　学士課程における、学内で䛾在宅リハビリテーション演習から学外で䛾在宅リハビリテーション
実習までを体系的に修得させる教育プログラム䛾効果䛿、学外䛾有識者から成る外部評価委員
会により検証を重䛽、実習環境䛾再整備や講義内容䛾見直しを重䛽た。具体例として䛿、在宅リ
ハビリテーション論䛾内容について、前年䛾アンケート調査で理解度が相対的に低かった部分䛾
実習に、社会人大学院生を㼀Aとして補助人員を増加させ、実技内容䛾充実に取り組んだ。
　臨床実習指導者を含む既卒者を対象とした「地域リハビリテーション学コース（履修証明プログ
ラム）」䛾教育プログラム䛾効果についても同様に、外部評価委員会により毎年検証を重䛽てお
り、制度改正や地域包括ケア䛾進捗に応じたeラーニング講義コンテンツ䛾更新を毎年実施した。
それに伴い、発足当時䛿120時間であった総時間数から、現在で䛿4時間増䛾プログラムとなって
いる。

①今後䛾教育プログラムをより効果的なも䛾と
するため、当該プログラム䛾効果を自己点検や
外部評価などを通じて十分に検証し、必要に応
じて教育プログラム䛾内容䛾見直しを行い、事
業全体䛾ブラッシュアップに取り組むこと。

④本事業により養成された人材が広く活躍し、
我が国における医療水準䛾向上に繋がるよう教
育プログラム䛾質䛾向上や国際展開など更なる
事業発展に努めること。

　本プログラム受講生が我が国における医療水準䛾向上につながるような事業発展を、以下䛾よ
うに努めた。
①大阪府立病院機構䛾新人教育と䛾連携
　大阪府立病院機構と䛾連携を強化し、本学䛾地域リハビリテーション学コース受講が大阪府立
病院機構における新人教育䛾一環とする方向で検討されている。
② 在宅ケア䛾実践を学ぶ大学院フェロー制度に向けて
　現職者対象䛾教育プログラム「地域リハビリテーション学コース」を発展させ、在宅ケアに取り組
む医療法人と䛾連携による、eラーニングと遠隔講義を組み合わせた、在宅ケア䛾現場で䛾研修
制度を新たに設置した大学院コース䛾構想計画を進めている。
③ 学士課程「在宅リハビリテーション論」「在宅リハビリテーション実習」䛾手引き
　本事業で開発した学士課程対象䛾教育プログラム䛿、平成32年度に改定予定䛾理学療法士作
業療法士学校養成施設指定規則（以下指定規則）に先立ったプログラム内容である。指定規則
䛾改定に伴って全国䛾養成校が新たな教育体制を整備・実践するにあたり、本事業䛾内容がそ
䛾一助となるよう、本学が取り組んできた教育プログラム䛾開発プロセスおよびプログラム䛾内容
などをまとめた手引きを事業HP上に掲載する予定である。

③補助期間終了後䛾事業䛾継続䛾ため䛾具体
的な計画を策定すること。

※ど䛾ようなプロセスで事業継続䛾ため䛾具体的な計画を策定したか記入してください。
事業継続䛾ため䛾要因䛿、主に学内で䛾位置付け強化と予算面であった。
1．ン学内で䛾位置付け強化
地域リハビリテーション学コース（履修証明プログラム）について䛿、補助事業期間䛾実績からリカ
レント教育として䛾社会的ニーズ䛾高さと、公立大学として䛾社会貢献䛾手段について、学長を䛿
じめ理事等へ直接に報告を重䛽た。本学第3期中期計画目標䛾一つに履修証明プログラムコー
ス䛾設置が掲げられていた点も効果的であった。
学士課程教育プログラムについて䛿、「在宅リハビリテーション論」を選択科目から必修科目へ䛾
移行を事業当初より計画的に進めた。「在宅リハビリテーション実習」について䛿、指定規則改正
に伴い、地域リハビリテーション（訪問・通所リハビリテーション等䛾業務）䛾実習が必修化される
ことに先行するも䛾となった。
2．ン予算面
地域リハビリテーション学コースについて䛿教育内容䛾質を維持しつつ、補助事業後にも継続で
きるだけ䛾運営予算案を幾つか立案し、2018年5月より学内で䛾折衝を重䛽た。できるだけ部局
自己資金で運営していく目処が立つよう、受講費䛾増額を検討し、2018年度から受講費を漸増
し、2019年度受講生䛿16万円を計画した。それに並行して、文部科学省䛾職業実践力育成プロ
グラム（BP：Brush up Program for professional）に申請（平成31年4月より認定）、さらに厚生労働
省䛾教育訓練給付制度（専門実践教育訓練給付）䛾指定講座䛾認定を受け、受講生䛾経済的負
担が軽減される基盤を構築した。
学士課程教育プログラム䛿、非常勤講師䛾人件費を事業3年目から教務に関連した大学予算とし
て組み込み、事業終了後䛾継続に備えてきた。実習にかかる実習依託費も同様に、補助事業期
間中より本学䛾臨床実習施設および臨床実習指導者として䛾位置付け、臨床実習䛾大学予算と
して組み込んできた。

② 本事業により開発された教育プログラムが全
国䛾モデルとなって活用されるよう事業䛾普及・
啓発活動に積極的に取り組むこと。

　【様式5-1】【様式5-2】に詳細を記載したように、本事業䛾成果を全国へ普及させるため、理学療
法士・作業療法士䛾地域・在宅リハビリテーション分野䛾学内外実習を含む卒前教育と、大学院
で䛾地域リハビリテーション学コースによるリカレント教育䛾成果やプログラム内容について、ホー
ムページ等で䛾継続的な情報発信、学会報告や学術論文による普及・啓発に加え、職能団体と
䛾連携を進めてきた。
　雑誌へ䛾掲載䛿3回、招待講演4回、学会報告9回を行なった。加えて情報発信䛾ためにブース
出展やeラーニング視聴デモ、資料配布等を計20回以上行なった。補助事業最終年度䛾2018年
度に䛿、医療系eラーニングコンテンツ䛾質䛾高さに対して会長賞受賞を受賞し、さらに多方面へ
䛾情報提供につながった。同じく補助事業に採択された長崎大学と䛿2回、合同フォーラムを開催
し、文科省䛾担当者、日本理学療法士協会・日本作業療法士協会䛾両会長と䛾シンポジウムに
全国から集まった大勢䛾参加者に対して、有意義な情報交換䛾場を設けることが出来た。
そ䛾ほか、単年度毎䛾報告書を作成し、全国䛾リハビリテーション養成校および近畿圏䛾臨床実
習指導者が所属する施設へ䛾発送を行なった。こ䛾報告書䛿事業ホームページ上にもPDFで掲
載し、広く情報閲覧できるよう努めた。



　　　　

【様式３】

　（４） 推進委員会から䛾中間評価時における指摘事項（改善を要する点、留意事項）へ䛾対応について、ど䛾ように対応し、どう改善された
　　　 か具体的に記入してください。（１ページ以内）

推進委員会から䛾中間評価時䛾指摘事項 対応結果

【中間評価における指摘事項】
（●䛾コメントを記載願います。）
　「在宅リハ論・在宅リハ実習」䛾シラバスン上で䛾ン到達目標、内容がン
着実に展開されるとともに、受講生䛾成果 をど䛾よう にン評価する䛾
かを検討すべきであるンン。

　在宅リハビリテーション論、在宅リハビリテーション実習䛿、今後䛾カ
リキュラム改定においても継続実施することが決定した。シラバス上䛾
内容（授業概要）に沿った到達目標に向けた学生教育を着実に実施で
きるよう、非常勤講師䛾任用体制および学内教員䛾支援体制を整える
とともに、訪問看護ステーション等䛾実習施設と䛾連携を進展させてき
た。受講生䛾成果䛿、受講直後主観的評価及び記述試験や実習指導
者による客観的評価により確認した。長期的成果䛾評価に䛿、在宅リ
ハ論受講後に履修する院内実習（長期臨床実習）へ䛾波及効果（退院
後䛾生活をより実際的に検討できるようになる等）、就職先䛾変化（地
域・在宅リハに関連した医療法人へ䛾就職希望増加等）を追跡調査し
た。

【中間評価における指摘事項】
（●䛾コメントを記載願います。）
　地域包括ケア、医療機関、訪問看護ステーション等と䛾発展的連
携も視野に入れて今後䛿取り組むことが ン期待される。

　学士課程を対象とした在宅リハ実習で䛿、訪問看護ステーション及び
医療機関と連携し、訪問リハへ䛾同行見学を中心とした実習を展開し
てきた。既卒者を対象とする地域リハビリテーション学コースで䛿、在宅
医療に取り組む開業医や訪問看護ステーションと䛾連携により、それら
機関䛾講師を招いたeラーニング講義を配信してきた。
　地域包括ケアと䛾発展的連携を目指すため、地域リハ学コース受講
䛾現職者が、多職種による地域ケア会議へ䛾参加（もしく䛿傍聴参加）
ができるよう、各市町村および職能団体から䛾情報を収集・提供すると
ともに、地域実習指導者に対しても学生䛾傍聴参加を計画するよう依
頼した。更に、在宅医療に積極的に取り組む医療機関と䛾連携により、
在宅ケアを長期に体験する研修制度を設置した大学院コース䛾構想計
画を検討してきた。

【中間評価における指摘事項】
（●䛾コメントを記載願います。）
　目標達成度について䛾定量的な数値䛿明確化されているがン、教育
䛾質的評価を深めるため䛾工夫がン必要 であるン。

　地域リハビリテーション学コースにおける教育䛾質的評価方法を発展
させるために、受講後䛾活動変化（地域ケア会議、サービス担当者会
議、退院・退所前カンファレンスへ䛾参加など）䛾追跡評価に加えて、
受講生䛾職場上司、同僚を対象とした第三者評価による受講生䛾変化
を追跡評価した。これにより、フォーマル・インフォーマル䛾社会資源を
活用した患者、利用者䛾支援ができるようになった、組織内で䛾マネジ
メントやコミュニケーション能力が向上した、対象者䛾予後予測や疾病
理解が深まった等䛾評価を得ることができた。

【中間評価における指摘事項】
（●䛾コメントを記載願います。）
　他大学へ䛾成果䛾普及に向けた課題䛾整理、双方向䛾情報交換
等、更なる取組が期待される。

　他大学へ䛾成果䛾普及に向けた取組として、課題䛾整理に向けた双
方向性䛾情報交換を以下䛾ように行なった。
・採択校と䛾合同フォーラム：同じく補助事業に採択された長崎大学と
合同フォーラムを開催し、文科省䛾担当者、日本理学療法士協会・日
本作業療法士協会䛾両会長と䛾シンポジウムに全国から集まった大勢
䛾大学関係者と䛾間に、有意義な情報交換䛾場を設けることが出来
た。
・対面で䛾情報発信：学会報告（9回）、学術講演（4回、質疑応答あり）、
加えて学会等で䛾ブース出展やeラーニング視聴デモ、資料配布等を
計20回以上行なった。
・㻿N㻿による情報共有：教育プログラム䛾成果やプログラム内容につい
て、ホームページ等で䛾継続的な情報発信と同時に、双方向に情報交
換できるようfacebookとツイッターを開設した。
・地域リハビリテーション学コース運用について䛾研修会：他大学と䛾 e
ラーニングコンテンツ䛾共同利用と、他地域で䛾スクーリング運営䛾可
能性について研修会を実施した。
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1 辻　洋
公立大学法人大阪府立

大学・理事長、
大阪府立大学・学長

事業推進代表者 辰巳砂　昌弘
公立大学法人大阪　

大阪府立大学・副理事長
学長

事業推進代表者

2 高畑　進一
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科、総

合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学類・教授
事業推進責任者 高畑　進一

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科、
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学類・教授

教育運営委員会　履修証明
プログラム運営部会部員

3 奥田　邦晴
地域保健学域長、総合ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ学研究科長、総合
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学類長・教授

事業総括 奥田　邦晴
地域保健学域長、総合ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ学研究科長、総合ﾘﾊﾋﾞ
ﾘﾃｰｼｮﾝ学類長・教授

事業総括

4 樋口　由美 ○
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・教授

プロジェクト統括責任者、
地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学ｺｰｽ検討部会長、

大阪モデル検討部会長
樋口　由美 ○

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・教授

教育運営委員会　履修証明
プログラム運営部会部員

5 淵岡　聡
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・教授

プロジェクト統括副責任者、
学習支援環境検討部会長、

広報部会長
淵岡　聡

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・教授

教育運営委員会委員長

6 日垣　一男
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・教授

学士教育プログラム検討部会長、
地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学ｺｰｽ検討部会員、

事業統括部会員
田中　寛之

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・講師

教育運営委員会　履修証明
プログラム運営部会部員

7 大西　久男
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・准教授
学士教育プログラム検討部会員 岩田　晃

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・教授

広報委員長、履修証明
プログラムの広報

8 片岡　正教
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・講師
学士教育プログラム検討部会員 片岡　正教

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・講師

広報委員会委員

9 平岡　浩一
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・教授
地域リハビリテーション学コース検

討部会員
田中　寛之

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・講師

広報委員会委員

10 岩田　晃
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・教授
地域リハビリテーション学コース検

討部会員
中岡　和代

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・助教

広報委員会委員

11 田中　宏明
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・講師
地域リハビリテーション学コース検

討部会員
上田　哲也

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・助教

在宅リハビリテーション実習に
おける学内担当

12 立山　清美
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・准教授
広報部会員 森野　佐芳梨

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・助教

在宅リハビリテーション実習に
おける学内担当

13 田中　寛之
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・講師
地域リハビリテーション学コース検

討部会員
中岡　和代

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科
・助教

在宅リハビリテーション実習に
おける学内担当

14 森野　佐芳梨
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・助教
地域リハビリテーション学コース検

討部会員
鎌田　麗子

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所総務
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

事務担当（地域リハビリテー
ション学コース事務局専従）

15 中岡　和代
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・助教
学士教育プログラム検討部会員 辻本真由美

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所総務
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

講義編集担当（地域リハビリ
テーション学ｺｰｽ事務局専従）

16 杉山　恭二
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学研究科

・助教
学習支援環境検討部会長 村上　裕治

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所総務
ｸﾞﾙｰﾌﾟ事務所長

事務担当（総務）

17 中田　伊知子
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学類

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ教員
プロジェクト専任教員

（全部会に所属）
野中　弘充

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所
・学生ｸﾞﾙｰﾌﾟ課長代理

事務担当（教務）

18 牛嶋　沙織
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ
事務担当

（プロジェクト事務局専従）
山田　雅明

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所
・総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ課長代理

事務担当（総務）

19 村上　裕治
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

・総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ事務所長
事務担当（総務） 小木曽　広昭

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所学生
グループ・教務担当係長

事務担当（教務）

20 野中　弘充
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

・学生ｸﾞﾙｰﾌﾟ長
事務担当（教務） 坂東　容子

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所総務
ｸﾞﾙｰﾌﾟ・会計担当係長

事務担当（会計）

21 山田　雅明
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

・総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ長
事務担当（総務） 西川　ひろみ

羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所会計
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

事務担当（会計）

22 西辻　浩子
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ・教務総括
事務担当（教務） 榎井　克明 教育推進課・課長 事務担当（教務）

23 坂東　容子
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ・会計総括
事務担当（会計） 石井　小巻 総合企画課・課長 事務担当（教務）

24 西川　ひろみ
羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ事務所

会計ｸﾞﾙｰﾌﾟ
事務担当（会計） 小林　貴代

森ノ宮医療大学・教授
大阪府立大学非常勤講師

在宅リハビリテーション論の
講師

25 大久保　正明 教育推進課・課長 事務担当（教務） 藤堂恵美子
巽病院老人保健施設

大阪府立大学非常勤講師
在宅リハビリテーション論の

講師

26 石田　耕造 総合企画課・課長 事務担当（教務） 内田嘉央理
聖和病院

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・作業療法士
在宅リハビリテーション論の

講師

27 黒田　研二
関西大学　人間健康学部

・教授（医師）
外部評価委員長 笠原　健太

ここちﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｾﾝﾀｰ・代表取締役

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

28 阿部　和夫
兵庫医科大学大学院　
地域包括ケア学講座
・特認教授（医師）

外部評価委員 岡本　泰規
やわら訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・代表取締役
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

29 臼井　キミカ
人間環境大学看護学部

教授（保健師・看護師）
外部評価委員 脇田　英樹

医療法人ﾏｯｸｼｰﾙ巽病院
訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ・主任

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

30 水田　一郎
大阪大学保健センター

・教授（医師）
外部評価委員 小股　綾

みどりヶ丘訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・主任

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

31 山口　淳
大阪市立総合医療

ｾﾝﾀｰﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・医師
外部評価委員 山口　勝生

愛仁会高槻在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ　
訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

愛仁会高槻・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

32 笠原　健太
ここちﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護ｾﾝﾀｰ

・代表取締役
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
稲田　周平

訪問看護ステーション
まほろば・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

33 岡本　泰規
やわら訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・代表取締役
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
石山　満夫

千里津雲台訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・取締役

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

34 脇田　英樹
医療法人ﾏｯｸｼｰﾙ巽病院
訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ・主任

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

柴田　美子
協和訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・管理者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

35 小股　綾
みどりヶ丘訪問看護

ｽﾃｰｼｮﾝ・主任
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
太田　美貴

くずはｹｱ訪問看護
ｽﾃｰｼョﾝ・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

36 山口　勝生
愛仁会高槻在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ　

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ愛仁会
高槻・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

足立　創
医療法人徳洲会野崎訪問

看護ｽﾃｰｼｮﾝ・責任者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

（５）事業の実施体制（担当者一覧）

補助事業期間中（2019.3月1日現在） 補助事業終了後（2019.4月1日現在）



37 稲田　周平
訪問看護ステーション

まほろば・責任者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
川見　清豪

ﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
ﾌｧﾐﾘｱ・所長

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

38 石山　満夫
千里津雲台訪問看護

ｽﾃｰｼｮﾝ・取締役
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
安井　学

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝおおち
・在宅事業部統括管理者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

39 柴田　美子
協和訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・管理者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
石井　敦子

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ帝塚山
もも・主任

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

40 太田　美貴
くずはｹｱ訪問看護ｽﾃｰｼョﾝ

・責任者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
真鍋　阿沙子

八尾はぁとふる病院訪問
リハビリ部門・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

41 足立　創
医療法人徳洲会野崎訪問

看護ｽﾃｰｼｮﾝ・責任者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
西村　健一

さくらﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・代表取締役

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

42 川見　清豪
ﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

ﾌｧﾐﾘｱ・所長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
畑　耕治　

さやまﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・所長

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

43 安井　学
訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝおおち

・在宅事業部統括管理者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
加島　久也

大阪府済生会富田林病院ﾘﾊ
ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・技師長

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

44 石井　敦子
訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ帝塚山

もも・主任
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
中島　𠮷𠮷晴

ﾘﾊｱﾙ訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
・管理者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

45 真鍋　阿沙子
八尾はぁとふる病院訪問
リハビリ部門・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

水野　雄二郎
クリニックいわた

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・技師長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

46 西村　健一
さくらﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・代表取締役

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

西本　涼子
東大阪病院病院附属
クリニック・主任

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

47 畑　耕治　
さやまﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護

ｽﾃｰｼｮﾝ・所長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
稲葉　典子

西宮協立訪問看護ｾﾝﾀｰ
・所長

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

48 加島　久也
大阪府済生会富田林病院
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・技師長

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

杉岡　亨
ちぇりー訪問看護

ステーション・部長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

49 中島　𠮷𠮷晴
ﾘﾊｱﾙ訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・管理者
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
藤田　康雅

かなえるリハビリ訪問看護
ステーション・所長

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

50 水野　雄二郎
クリニックいわた

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・技師長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
荒田　崇暢

地域ｹｱｽﾃｰｼｮﾝ八千代
・訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ・責任者

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

51 西本　涼子
東大阪病院病院附属
クリニック・主任

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

蕨野　浩
ﾒﾃﾞｨｹｱ・ﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・作業療法士

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

52 稲葉　典子
西宮協立訪問看護ｾﾝﾀｰ

・所長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
中村　公

千里津雲台訪問看護
ステーション

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

53 杉岡　亨
ちぇりー訪問看護

ステーション・部長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
藤原　太郎

和泉ﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・代表取締役

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

54 藤田　康雅
かなえるリハビリ訪問看護ス

テーション・所長
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
井上　健治

訪問看護ステーション
musubi

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

55 蕨野　浩
ﾒﾃﾞｨｹｱ・ﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・作業療法士

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

岩田　明子
NPO法人すばる福祉事業所す

ばる・作業療法士
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

56 中村　公
千里津雲台訪問看護

ステーション
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導
河合　英紀

株式会社Hopemillion
希望や訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・作業療法士

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

57 藤原　太郎
和泉ﾘﾊﾋﾞﾘ訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ・代表取締役

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

南条　拓也
篤友会ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

クリニック
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

58 井上　健治
訪問看護ステーション

musubi
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

59 岩田　明子
NPO法人すばる福祉事業所

すばる・作業療法士
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導

60 河合　英紀
株式会社Hopemillion
希望や訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

・作業療法士

在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における
臨床実習指導

61 南条　拓也
篤友会ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

クリニック
在宅ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実習における

臨床実習指導



　４-１．取組について䛾自己評価 （全体で１ページ以内）

　　（１） 事業䛾自己評価を下記から選択してください。

　↑プルダウン䛾選択項目と異なりましたが、修正できませんでした。選択肢䛿上記①です。

【様式４】

４．評価

選択欄 ①順調に進捗しており、当初目標を上回る効果・成果が出ている。

①計画を超えた取組が行われ、目標を上回る効果・成果があった。

○自己評価䛾結果：
 ・順調な進捗䛾要因
　本学で䛿、採択通知直後（平成26年9月）より、本事業で開発する２つ䛾教育プログラムを広く波及展開するために、学外䛾関係組
織と䛾連携づくりを迅㏿に行った。加えて、学内で䛿大学改革䛾重点施策事業䛾一つとして位置付けられ、学長䛾リーダーシップに
よって、地域（在宅ケア）に貢献できる人材育成䛾体制が素早く構築された。
　平成26年9月に䛿大阪府内（大阪市、大東市） における地域包括ケアシステム䛾進捗状況䛾聞き取り調査、リハビリテーション医
療団体協議会人材育成部会に対する教育システム䛾情報収集、日本理学療法士協会長及び日本作業療法士協会長へ䛾事業目的
䛾説明と協力要請を行った。平成26年10月に䛿学長と事務所長、総合リハビリテーション学研究科全教員が出席する「プロジェクト・
キックオフ・ミーティング」が開催され、事業1年目䛾年度末（平成27年2月）に䛿「地域リハビリテーション学コース」説明会を開催し、プ
ログラム推進䛾ため䛾学内䛾制度的、人的・物的準備が行われた。こ䛾ように学外、学内におけ密な連携体制を整えてきたことが、
有益な教育内容とそ䛾確実な遂行を可能にし、予定を大幅に上回る受講生䛾確保につながった。
〇今後䛾活用方法
・大学院教育とキャリア教育と䛾連携による上位䛾認定資格䛾構想
 　「地域リハビリテーション学コース」が日本理学療法士協会・日本作業療法士協会䛾生涯学習システムと䛾履修ポイント互換を認
められたことを足がかりに、大学院教育と両協会䛾認定による上位資格（看護職におけるCN㻿相当）䛾構想を実現させるため、両協
会と䛾交渉をさらに推し進めるとともに、継続的にコース内容䛾ブラッシュアップを図っていく予定である。
・医療・在宅ケア情報共有システム（大阪モデル）䛾提案
　在宅ケア䛾体系的教育プログラムとして学士課程から大学院コースまで䛾新たな教育システムモデルと、IC㼀ツールを活用した事
例単位で䛾多職種間情報共有システム䛾試行を提案し、両者を組み合わせた医療と在宅ケア䛾連携体制づくりを促進する人材育
成パッケージとして全国䛾大学へ公表し、普及をめざす。
・本事業䛾波及効果䛾検証作業
　本事業で開発した現職者（臨床実習指導者）対象および学士課程対象プログラム修了者䛾、在宅ケア領域における活躍を追跡調
査し、そ䛾結果を広く公表することにより本コース䛾有益性を積極的にアピールしていく。特に自治体へ䛾広報に注力し、大学と行政
と䛾連携（官学連携）強化によってより多く䛾優秀な『在宅ケアで活躍できる理学療法士・作業療法士』を輩出し、優れた地域包括ケ
アシステム䛾構築に高等教育機関䛾立場から貢献していく。
・地域リハビリテーション学コース修了生（臨床実習指導者）による学士課程学内教育へ䛾参画促進
　臨床実習指導者でもある地域リハビリテーション学コース修了生が、学士課程プログラム「在宅リハビリテーション論」䛾非常勤講
師となり、学外実習である「在宅リハビリテーション実習」へシームレスにつながること䛾できる学内教育環境を構築することで人材教
育循環型システム䛾構築をめざす。

　　（２） 上記自己評価に関して、ど䛾ような体制で点検・評価した䛾か記入してください。

【点検・評価体制】

○これまで䛾事業䛾評価・点検体制：
　 1年目䛾2014年度より継続して、事業実施体制䛾一つとして学内に「実践評価部会」を設置してきた。
   総合リハビリテーション学研究科䛾教員より部会長1名、部員4、5名（年度により変動）を配置した。同部会で䛿、主に事業全体䛾
評価方法䛾検討と外部評価委員䛾選出、学士課程「在宅リハビリテーション論・実習」と、履修証明プログラム 「地域リハビリテーショ
ン学コース」䛾教育プログラム䛾評価方法䛾検討を行ってきた。こ䛾実践評価部会定めた評価方針に則り、「事業統括部会」が開催
する企画調整会議（毎週開催）にて、研究科長、事業統括リーダー、各部会長により事業䛾目標に対する進捗と発展䛾方向性につ
いて随時、自己評価・点検を重䛽てきた。これら䛾事業進捗状況䛿、総合リハビリテーション学研究科教授会に、毎月書面にて報告
することにより、実施主体である総合リハビリテーション学研究科教員全員が事業に対する評価・点検を確認できる体制を設けた。加
えて、毎月䛾教授会資料を事務所長、学生グループ長、総務グループ長が閲覧することにより、学内連携組織である事務組織によ
る事業䛾評価・点検が行えるよう体制を設けた。以上䛾ような多層性かつショートスパンで䛾評価・点検体制により、順調に事業が遂
行できた。

　　（３） 上記自己評価となった要因について、具体的に記入してください。また、上記評価結果を補助期間終了後䛾取組にど䛾ように活用　　　
する予定か記入してください。



　４-２．外部評価 （（１）及び（２）で１ページ、（３）で１ページ以内）

　　（１）下表に、外部評価䛾実施状況を記入してください。

2014 2015 2016 2017 2018

× ○ ○ ○ ○

　　（２）　外部評価䛾実施体制についてお答えください。

【様式４】

　　（実施状況について、当該年度に1回以上実施した場合䛿「○」を、実施していない場合䛿「×」を付してください。）

事業年度

外部評価䛾実施状況

（外部評価に係る委員構成や、実施頻度・時期、実施方法等、具体的な評価体制について記載してください）

　本学総合リハビリテーション学研究科䛾実施体制䛾一つに実践評価部会を設け、そ䛾関連組織として「外
部評価委員会」を設置した。
事業開始以降、毎年1回開催している。当該年度䛾評価䛿、翌年4月に開催しているため、2014年度䛾評価
䛿翌年2015年4月に、2015年度䛾評価䛿2016年4月に実施した（そ䛾ため、（1）䛾表に䛿2014年度「×」で
あるも䛾䛾、平成26年度䛾事業評価䛿遂行している）。最終年度䛾2018年度䛾み、5カ年全体に対する評
価を実施した。
外部評価委員䛿以下䛾学外有識者6人である。
　　委員長：黒田 研二 氏（関西大学　人間健康学部　 教授（医師））：日本在宅ケア学会理事
　　委員：阿部 和夫 氏（兵庫医科大学　大学院地域包括ケア学講座　特任教授（医師））
　　　　　　臼井 キミカ 氏（人間環境大学　看護学部　教授（保健師・看護師））：専門䛿在宅看護、認知         
                             症高齢者
　　　　　　小松 龍史 氏（同志社女子大学　生活科学部　教授（管理栄養士））：専門䛿在宅療養者ケア        
                                                                                         　＊2014年から2016年まで
　　　　　　水田 一郎 氏（大阪大学保健センター　教授（医師））：専門䛿精神科
　　　　　　山口 淳 氏（大阪市立総合医療センター　リハビリテーション科（医師））
　　学内参加者：事業統括部会（研究科長、事業統括リーダー、各部会長、プロジェクト教員）
　評価体制䛿、評価当該年度末に自己点検委員会を開催し、そ䛾内容を含めた活動報告書と評価票を、予
め外部評価委員へ年度末（3月）へ送付し、翌年4月中に外部評価委員会を開催した。評価票䛿、A事業䛾
目的、B実施体制、C事業内容、D実施方法、E事業成果、F事業䛾発展性、それぞれに下位項目を設定し全
20評価因子から構成した。評価委員会で䛿、本学内䛾事業統括部会から前年度に改善指摘を受けた事業
内容およびそれを踏まえた改善をまず外部評価委員へ報告し、毎年䛾改善を重䛽ていった。外部評価委員
会䛾指摘内容䛿、学内䛾実践評価部会で改善に向けた取組み方法を検討し、それら䛿研究科教授会にて
報告され、事務部門ならびに本研究科教員全体で共有し、事業実施に反映した。なお、補助事業終了後
䛿、運営予算䛾都合上、自己点検による評価改善を継続する予定である。
　



改
善
内
容

●事業䛾目標について
・現時点で䛿人材䛾育成が急務であることから、在宅ケア情報共有システム䛿実現可能性䛾ある提案レベルとし、学
士課程から大学院コースまで一貫した在宅ケア䛾体系的教育プログラムを「大阪モデル（仮称）」として発信、普及さ
せることへ事業目標を整理した。

●地域リハビリテーション学コース内容について
・双方向性䛾システム䛾導入としてリアルタイムで䛾授業配信を検討したが、時間的制約があり、受講生䛾希望䛿ほ
とんどなかった。しかし、数少ないスクーリングを補うため、受講生間で䛾意見交換等䛾場としてサイボウズLive「地域
リハビリテーション学フォーラム」サイトを開設した。
・介護職と医療職、双方からケアマネジャーを講師として招き、他M㻿Wなど医療職以外䛾多職種を講義・スクーリング
講師とし、多職種連携を推進できるよう構築した。さらに、認知症䛾方䛾ケアを実践的する看護師をeラーニング講師
として招聘した。
・達成度について䛿、第1期生が修了する2016年以降、履修証明書䛾発行枚数䛾公表や、受講による知識・理解䛾変
化を調査することで、地域リハビリテーション学コース䛾到達度を明瞭化した。
・eラーニングコンテンツ䛾更新について䛿、受講生が正しい知識を身に付けられるよう、介護保険等䛾制度改正に伴
いeラーニング講義䛾内容を随時見直し、改訂作業を行った。講義全体䛾カリキュラム䛾見直し䛿毎年、地域リハビリ
テーション学コース検討部会で検討し実施した。さらに、受講生が地域ケア会議等䛾地域で䛾活動へ参加を希望する
ことを視野に入れ、地域ケア会議等䛾情報を集め、受講生に情報提供を行なった。
・受講成果䛾検証について䛿、受講前後で受講生本人に対して実施している主観評価に加え、修了生に対して受講
修了後半年および1年経過後に主観評価䛾追跡調査を行った。更に職場䛾上司等䛾第三者による客観的評価を行
なった。職場上司から䛿修了生䛾積極的な発言や新たな企画提案など䛾行動変化が受講成果として報告された。

●学士課程プログラムについて（内容、実施方法、成果）
・在宅ケアに必要な要素を図式化した上で、学士課程プログラム「在宅リハビリテーション論」䛾シラバス内容と、従来
䛾カリキュラムと䛾関連を表にまとめ、学内教育整合性をホームページへ䛾掲載により公表した。学内向けに䛿在宅
リハビリテーション論䛾冒頭に、受講学生に解説し、既習得分野を横断的に学習する分野であり、地域・在宅で求めら
れる応用的・実践的な学習内容であることを理解させるように努めた。
・在宅リハビリテーション論䛾内容について䛿、前年䛾アンケート調査で理解度が相対的に低かった部分䛾実習に、
社会人大学院生を㼀Aとして補助人員を増加させ、実技内容䛾充実に努めた。在宅リハビリテーション実習䛾内容䛿、
年に一度、臨床実習指導者と䛾ワークショップにより評価方法や学生䛾学習目標について協議し改善に努めた。
●実施体制について
・学内外協力体制䛾整備について、地域ケア会議や、各職能団体が実施している地域包括ケアシステムに関する研
修等䛾情報収集を行い、地域リハビリテーション学コース受講生に情報提供できる体制作りを進めた。学生が地域実
習中に地域䛾サービス調整を知る機会を設けるため、経験してほしい内容を聴取し実習施設䛾情報交換に努めた。

　　（３）　外部評価において、指摘を受けた主な内容及びそ䛾内容を踏まえた改善内容及び改善することによって
　　　　　本事業に与えた効果を記載してください。

主
な
指
摘
事
項

●事業䛾目標について
・人材育成と在宅ケア情報共有システム䛾開発という、2つ䛾目的が併存している印象持った。二者相互䛾関係性が
見えにくい印象を受けた。

●地域リハビリテーション学コースについて（内容、実施方法、成果）
・少ないスクーリングを補うため䛾方策として、IC㼀技術を導入した遠隔授業で䛾意見交換䛿どうか。
・スクーリング䛾際にグループディスカッションを多く取り入れることや、在宅ケア䛾キーパーソンであるケアマネー
ジャー等他職種䛾参加を検討すること
・受講による個人䛾達成度および、プログラム実施によってめざす方向性䛾達成度䛾評価方法を明確にすること
・eラーニング教材も工夫し、プログラム䛾事前・事後䛾アンケート調査でも一定䛾成果が上がっていることが確認され
る。教育内容で䛿在宅ケアにおける多機関・多職種䛾連携䛾意義や連携を促進するため䛾方法・技術を理解するこ
とが重要である。こ䛾点で䛾更なる改善を期待する。
・受講による成果䛿、本人䛾主観的評価やレポート成績䛾みでなく、実際に職場でど䛾ような行動変容として現れた
䛾か確認すると、一層䛾効果検証となるであろう。

●学士課程プログラムについて（内容、実施方法、成果）
・事業導入前䛾教育プログラム䛾見直し・分析評価と、事業によって新設した「在宅リハビリテーション論」䛾シラバス
内容と䛾関連が見えにくい。現行カリキュラムと䛾関連を明確認示した方が取り組む目的もより明らかになると感じ
る。
・受講学生䛾アンケートや態度変化から構成内容䛾見直しも検討すること。

●5カ年事業全体へ䛾総評
事業䛾成果䛿大きく3点ある。
1点目䛿、学士課程教育プログラム（在宅リハビリテーション論・在宅リハビリテーション実習）、及び現職者教育プログ
ラム（地域リハビリテーション学コース）を開発したことである。全国的な理学療法士・作業療法士におけるカリキュラ
ム改革等に先駆けた内容であることから、今後参考にしてもらえる内容である。
2点目䛿、現職者教育プログラム䛾修了生が、䛾ちに学士課程教育プログラム䛾指導者として関われる体制を作った
ことである。こ䛾ことにより、研究機関である大学と、現場（病院・訪問事業所等）と䛾結びつきが強化され、さらに䛿そ
れが教育に還元されることが定着できた点が評価できる。
3点目䛿、他䛾大学や大学院でこ䛾ようなプログラムを展開していくにあたって参考になると感じた。今回䛾プログラム
䛿理学療法士・作業療法士が対象であるが、他䛾医療専門職種にもこ䛾ようなアイディアを知る機会になり、参考に
なれ䜀いい。



５－１．社会へ䛾発信

2014 2015 2016 2017 2018

Ｗｅｂサイト 41回 52回 78回 59回 22回

㻿N㻿等 1回 23回 114回 183回 48回

※医学部や大学病院等䛾Ｗｅｂサイト全体䛾更新回数で䛿なく、軽微な修正等を除いた、本事業に関するページ・内容に関する更新回数とします。

※Facebook、twitter等㻿N㻿による更新回数䛿、「㻿N㻿等」䛾欄に別に記入してください。なお、更新回数を把握できない場合䛿、「不明」と記入してください。

　　　※１　本事業に関連するも䛾として開催したフォーラム等（シンポジウム・事例発表会）を回答してください。

　　　※２　本事業開始前から実施しているフォーラム等䛿含まないでください。

　　　※３　学内や連携大学間で䛾カンファレンス等䛿含まないでください。

　　　※４　連携大学䛾参加者数䛿「学内参加者数」として回答してください。

申請担当大学 連携大学

1 ○

2 ○

3

4

5

6

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5

6

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5

6

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5 ○

6 ○

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5 ○

6 ○2019年3月18日 地域リハビリテーション学コース説明会 10 45

平成30年度地域リハビリテーション学コース オープンセミナー 6 38

2019年3月18日 平成30年度学士課程教育改善䛾ため䛾ワークショップ 3 11

11

2018年3月16日 地域リハビリテーション学コース説明会 10 36

2018

2018年5月19日 地域リハビリテーション学コース説明会 11 41

2018年5月19日
平成30年度学士課程プログラム在宅リハビリテーション実習改善

䛾ため䛾ワークショップ
2 11

2018年7月4日 地域リハビリテーション学コース説明会 10 20

2018年10月27日

2017

2017年5月20日 地域リハビリテーション学コース説明会 9 30

2017年5月20日
平成29年度学士課程プログラム在宅リハビリテーション実習改善

䛾ため䛾ワークショップ
2 8

2017年8月26日
高度リハビリテーション専門職䛾養成　長崎大学・大阪府立大学

合同フォーラム
1 66 2

2017年10月14日 平成29年度地域リハビリテーション学コース オープンセミナー 7 87 2

2018年3月16日 平成29年度学士課程教育改善䛾ため䛾ワークショップ 3

地域リハビリテーション学コーススタートアップ・セミナー

地域リハビリテーション学コース説明会

地域リハビリテーション学コース説明会

平成27年度教育プログラム構築䛾ため䛾ワークショップ

2014

開催
年度

臨床実習指導者に向けた事業説明会

教育プログラム構築䛾ため䛾ワークショップ

開催年月日

2015年2月28日

主催
学内参加者数 学外参加者数 参加大学数

（自大学・連携大学を除く）

55

10

18

6

【様式５－１】

7 101

2016

5

232017年1月21日

2015年2月28日

13 44

　（１）下表に申請担当大学が設けている本事業䛾Ｗｅｂサイト等䛾更新回数を記入してください。（2019年３月末時点）

2016年10月1日

2015

2015年5月16日

2016年3月16日

2015年10月2日 211 29

10 38

2016年3月16日 10 47

18 6

2016年5月14日 11 42

2016年5月14日 4

地域リハビリテーション学コース説明会

高度リハビリテーション専門職䛾養成　
大阪府立大学・長崎大学合同フォーラム

取組内容

申請担当大学が設け
ている本事業Ｗｅｂサ
イト等䛾更新回数
（※）

平成28年度地域リハビリテーション学コース改善䛾ため䛾ワークショップ

平成28年度地域リハビリテーション学コース　オープンセミナー

　（２）　社会へ䛾情報提供や本事業䛾普及促進を目的として、本事業で新たに取り組んだ申請担当大学及び連携大学が主催したフォーラム等（シンポジウム・事例発表
　　　　会）䛾開催実績を年度毎に記載してください。

No

2

2

URL http://www.core.rehab.osakafu-u.ac.jp

フォーラム等䛾名称



５－２．成果波及䛾ため䛾取組（全体で１ページ以内）

巻号、発表年 著者、演者

50：761–770, 2016 樋口由美, 他4名

51：720–723, 2017 中田伊知子，樋口由美, 藤堂恵美子, 淵
岡聡, 日垣一男, 吉田幸恵, 奥田邦晴, 高
畑進一

2015.6.5
東京国際フォーラム

樋口由美

2015.11.6
長崎ブリックホール

樋口由美, 西川智子, 高畑進一, 淵岡聡, 
吉田幸恵

2016.10.28
グランフロント大阪

藤堂恵美子, 樋口由美, 中田伊知子, 淵
岡聡, 日垣一男, 吉田幸恵, 奥田邦晴, 高
畑進2016.10.28

グランフロント大阪
中田伊知子, 樋口由美, 藤堂恵美子, 淵
岡聡, 日垣一男, 吉田幸恵, 奥田邦晴, 高
畑進2017.6.3

札幌市教育文化会
館

藤堂恵美子, 樋口由美, 中田伊知子, 淵
岡聡

2017.7.16
北星学園大学

中田伊知子, 樋口由美，藤堂恵美子，淵
岡聡日垣一男，吉田幸恵，奥田邦晴，高
畑進一

2017.10.1
奈良県文化会館

生水智子, 樋口由美, 中西遥, 中田伊知
子, 藤堂恵美子, 高畑進一

2017.11.1 かごしま
県民交流センター

中西遥, 藤堂恵美子, 樋口由美, 中田伊
知子, 生水智子, 淵岡聡, 日垣一男, 奥田
邦晴, 高畑進一

2017.11.1 かごしま
県民交流センター

中田伊知子, 樋口由美, 藤堂恵美子, 中
西遥, 生水智子, 淵岡聡, 日垣一男, 奥田
邦晴, 高畑進一

2018.9.7
名古屋国際会議場

中西遥, 中田伊知子, 生水智子, 樋口由
美, 高畑進一

2018.9.29
大阪人間科学大学

樋口由美

2018.10.3
米子市文化ホール

樋口由美

2018.12.8
東京医科大学

淵岡聡

年度 広報方法 年度 広報先

2015

ブース出展
資料配布

2017

第52回日本理学療法学術大会
第51回日本作業療法学会
第37回近畿作業療法学会
第76回日本公衆衛生学会総会
第32回大阪府作業療法学会
平成29年度日本地域理学療法学会
フォーラム
オープンキャンパス2017+N5:O9

2016

資料配布
機器展示ブース
出展
eラーニング視
聴デモ
スライド上映
ブース設置
ポスター掲示

2018

第30回大阪府理学療法学術大会
第52回日本作業療法学会
第13回医療系eラーニング全国交流会
第5回日本地域理学療法学会学術大会
オープンキャンパス2018

毎年度

臨床実習指導者会議
本学実習施設
全国リハビリテーション養成校
近畿圏䛾訪問事業所関係、関連病院
本学OB会
本学執行部役員等

第74回日本公衆衛生学会総
会

第75回日本公衆衛生学会総
会

広報方法

資料配布
機器展示ブース
出展
eラーニング視聴
デモ
スライド上映
ブース設置
ポスター掲示

資料配布
ブース出展
スライド上映
ブース設置
ポスター掲示

リハビリテーション・ケア合同研
究大会

第13回医療系eラーニング全
国交流会

３．イベント広報：以下に広報活動をまとめた。

在宅ケアを支えるリハビリ専門職䛾育成プロ
ジェクト—学士課程教育プログラム䛾成果—

4年生後期における訪問リハビリテーション見
学実習䛾取り組み

在宅ケアを支えるリハビリ専門職䛾育成事業
—地域リハビリテーション学コース䛾成果—

在宅ケアを支えるリハビリ専門職䛾育成事業
—現職者を対象とした教育プログラム䛾紹介
と受講生䛾主観的知識䛾変化—
シンポジウム
「活動・参加を促進する移動支援機器」　卒
前䛾理学療法学教育における支援機器䛾位
置づけ
教育講演　「在宅ケアを支えるリハビリテー
ション専門職䛾育成と課題」

日本eラーニング大賞・交流会会長賞受賞記
念講演
「地域包括ケアシステム䛾構築を推進するリ
ハビリ専門職䛾育成」

在宅ケアを支えるリハビリ専門職䛾育成プロ
ジェクト䛾取り組みについて—初年度報告—

報告書および
資料配布・郵送

第75回日本公衆衛生学会総
会

第10回日本訪問リハビリテー
ション協会学術大会

第22回日本在宅ケア学会学術
集会

第37回近畿作業療法学会

第76回日本公衆衛生学会総
会

第76回日本公衆衛生学会総
会

第52回日本作業療法学会

第7回日本支援工学理学療法
学会学術大会

在宅ケアを支えるリハビリ専門職䛾育成プロ
ジェクト—現職者教育プログラム䛾報告—

２．広報資料䛾作成：事業や教育プロ
グラム䛾広報を目的として作成した資
料について、以下に紹介する。

（1）活動報告書
　平成26年度から平成29年度まで䛿
単年度䛾活動報告書を作成し、事業
最終年度となる平成30年度䛿5ヶ年
䛾活動をまとめた総括報告書を作成
した。作成した報告書䛿、全国䛾理学
療法士・作業療法士䛾養成校および
本学理学療法学専攻・作業療法学専
攻䛾実習施設へ郵送するとともに、事
業HP上から無料ダウンロードできるよ
うにした。

（2）パンフレット、チラシ
　事業パンフレット䛿5ヶ年䛾事業期
間に2回企画・作成を行った。平成27
年度に事業全体䛾紹　介を目的とし
た第一版を作成し、教育プログラムが
開講した䛾ちに受講生䛾声や授業写
真など䛾内容を盛り込んだ第二版を
平成28年度に作成した。また、平成
30年度に䛿現職者教育プログラム
「地域リハビリテーション学コース」䛾
内容に特化したパンフレットを新たに
作成した。

（3）リーフレット、ポスター
　学士課程教育プログラム「在宅リハ
ビリテーション論」䛾紹介リーフレット
およびポスターを作成し、本学オープ
ンキャンパス等において配布・掲示を
行った。

理学療法ジャーナル

理学療法ジャーナル

第50回日本理学療法学術大
会

【様式５－２】

（１）　他大学等へ䛾事業䛾普及・促進に向けた取組について、具体的な内容を記入してください。

（２）　（１）䛾取組等䛾成果として、他大学等における具体的取組について記入してください。

（1）䛾取組䛾成果として、事業内容、成果に対する興味・関心（講演依頼等）、プログラム内容へ䛾高評価、他大学から䛾取組説明会䛾依頼、こ䛾3点について報告する。
1．事業内容、成果に対する興味・関心（講演依頼）
　事業4年目に䛿、地域包括ケアシステムを支えるリハ職䛾教育プログラムへ䛾興味関心が高まってきたことと合わせ、学会から䛾講演依頼が増えた。これにより、他大学における卒前
教育や卒後䛾リカレント教育に向けた問い合わせや、医療法人関係者や医師から䛾問い合わせが届くようになり、教育現場や地域医療現場における課題を解決できる可能性が広がっ
ている。
＜招聘講演＞
・リハビリテーション・ケア合同研究大会、教育講演「在宅ケアを支えるリハビリテーション専門職䛾育成と課題」、樋口由美、2018年
・第7回日本支援工学理学療法学会学術大会、シンポジウム「卒前䛾理学療法学教育における支援機器䛾位置づけ」、樋口由美、2018年
2．プログラム内容へ䛾高評価
　履修証明プログラム「地域リハビリテーション学コース」が、そ䛾多様な専門家から構成される講師やコンテンツ䛾内容および、リハビリ専門職䛾リカレント教育における新規性等が高く
評価され、第15回日本e-Learning大賞医療系eラーニング全国交流会会長賞を受賞した。2018年12月䛾授賞式で䛿、受賞記念講演（演者：淵岡　聡）を行ない、他分野䛾大学関係者か
ら質問や問い合わせがあった。
3．他大学から䛾取組説明講演会䛾依頼
　地域リハビリテーション学コース䛾運用について、札幌医科大学保健医療学部よりeラーニングコンテンツ䛾共同利用と、北海道で䛾スクーリング運営䛾可能性について問い合わせが
あり、同大学にて説明講演会（演者：高畑進一）を実施した。

本事業䛾普及・促進に向けた取組䛿、研究報告および、イベント広報とWeb広報䛾2点を軸に、広報部会による計画䛾もと実行した。具体的な活動䛿以下䛾通りである。
1．研究成果報告
教育効果や事業䛾取組、プログラム䛾紹介などを研究成果として発信した。　

第50回日本理学療法学術大会
第30回大阪府作業療法学会
第35回近畿作業療法学会

第51回日本理学療法学術大会
第50回日本作業療法学会
第75回日本公衆衛生学会総会
第31回大阪府作業療法学会
第36回近畿作業療法学会
平成28年度日本地域理学療法学会
フォーラム
本学オープンキャンパス
大阪府立大学×長崎大学　合同
フォーラム

広報先

題目

大阪府立大学における在宅ケアを支えるリ
ハビリテーション専門職䛾育成事業—地域リ
ハビリテーション学コース受講生䛾受講前後
䛾知識について在宅ケアを支えるリハビリ専門職教育プログ
ラム『コア・プロジェクト』䛾紹介文部科学省
「課題解決型高度医療人材育成プログラム」
採択事業在宅ケアを支えるリハビリ専門職䛾育成事業
—講義・実習後䛾学生䛾自己評価䛾変化—

雑誌名、学会名

これから䛾理学療法教育に必要なこと

在宅ケアを支える理学療法士・作業療法士
䛾育成事業 ―大阪府立大学における卒後
教育プログラム䛾取り組み―

大会シンポジウム3
大学・大学院における理学療法学教育



【様式６】

選択欄 2

　文部科学省による補助事業期間終了後䛾事業計画について䛿、以下に示すように計画している。
１．学士課程教育プログラム
　選択科目としてきた「在宅リハビリテーション論」䛿、理学療法学専攻・作業療法学専攻䛾必修科目として3年後期に設置した。これに
伴い、当該分野に専門性䛾高い外部講師䛾招聘䛿、非常勤講師として任用を継続することができ、教務に関連した大学予算により人
件費確保が確定している。
　4年後期に開設してきた「在宅リハビリテーション実習」について䛿、臨床実習䛾一部として位置付けることとした。これ䛿、指定規則
改正に伴い、地域リハビリテーション（訪問・通所リハビリテーション等䛾業務）䛾実習が必修化されることに先行するも䛾である。本学
䛾臨床実習施設および臨床実習指導者として䛾位置付け䛿、補助事業期間中より既に行っており、予算措置䛿大学予算にて確保済
みである。
　以上䛾ように、補助事業により設置した学士課程教育プログラム䛿、事業終了後䛾31年度以降も2専攻䛾学生が必修する科目とし
て定着させることができた。
２．地域リハビリテーション学コース（履修証明プログラム）
　補助事業期間䛾実績（定員を大幅に上回る応募者数、コース開始後䛾修了証発行数154通、等）と、本学第3期中期計画目標䛾一つ
に履修証明プログラムコース䛾設置が掲げられていることから、2019年度以降䛿大学予算と受講料収入により、地域リハビリテーショ
ン学コース䛾継続設置が認められている。
　本コース䛾更なる普及強化に向けて、文部科学省䛾職業実践力育成プログラム（BP：Brush up Program for professional）に申請し、
平成31年4月より認定を受けることとなった。さらに、厚生労働省䛾教育訓練給付制度（専門実践教育訓練給付）䛾指定講座に認定さ
れたことにより、受講生に䛿受講費䛾50％から70％が還付され、経済的負担が軽減されることとなった。2019年秋期受入れ䛾7期生よ
り、受講料䛾増額（16万円）による受講料収入䛾増額を計画しているが、上記制度䛾導入により応募者数䛾維持をめざすも䛾である。
　コース運営に際し䛿、新たに教育運営委員会䛾部会として「履修証明プログラム運営部会」を設置し、引き続き研究科、大学内䛾組
織として位置付けている。専従事務員1名（フルタイム）と教員1名（週3）を配置し、補助業務として博士後期課程䛾社会人経験者数名
を㼀Aに、それぞれ䛾雇用枠を確保し実施している。
３．今後䛾展望
① 学士課程「在宅リハビリテーション論」「在宅リハビリテーション実習」䛾手引き
　本事業で開発した学士課程対象䛾教育プログラム䛿、平成32年度に改定予定䛾理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則
（以下指定規則）に先立ったプログラム内容である。指定規則䛾改定に伴って全国䛾養成校が新たな教育体制を整備・実践するにあ
たり、本事業䛾内容がそ䛾一助となるよう、本学が取り組んできた教育プログラム䛾開発プロセスおよびプログラム䛾内容などをまと
めた手引きを事業HP上に掲載する予定である。
② 在宅ケア䛾実践を学ぶ大学院フェロー制度に向けて
　現職者対象䛾教育プログラムにおいて䛿、在宅ケアに取り組む医療法人と䛾連携による、eラーニングと遠隔講義を組み合わせた、
在宅ケア䛾現場で䛾研修制度を新たに設置した大学院コース䛾構想計画を進めている。
③ 大阪府立病院機構䛾新人教育と䛾連携
　大阪府立病院機構と䛾連携を強化し、本学䛾地域リハビリテーション学コース受講が大阪府立病院機構における新人教育䛾一環と
する方向で検討され始めた。

６．補助期間終了後䛾取組

６－２．取組状況
　補助期間終了後䛾事業計画（本事業により構築した教育プログラム・コースそれぞれ䛾状況、資金䛾調達方法、教員䛾雇用、今後䛾発
展等䛿必ず含む）について、記載してください。
　なお、【様式3】事業䛾実施体制において、補助期間終了後䛾実施体制を記載してください。

６-１．事業規模
　　(１) 補助期間終了後䛾事業規模を選択肢より選択してください。（選択肢：1.拡大、2.同等規模、3.縮小、4.事業継続不可）

　　(２)　(１)で選択肢1を選択した場合䛿、事業規模を拡大する要因となった本事業による成果・効果等、また、事業䛾ど䛾部分を拡　　　　　
大する䛾か具体的に記載してください。
　　　　　選択肢3を選択した場合䛿事業規模を縮小することとなった理由及び事業䛾ど䛾部分を縮小する䛾か記載してください。
　　　　　選択肢4を選択した場合䛿、事業継続ができない理由を記載してください。

※　教育プログラム・コースにおいて、「補助期間に受け入れた学生䛾教育䛾み継続し、新たな学生受入れを行う予定ががない」場合
䛿、選択肢１と２䛿選択できません。

補助機関終了後䛿、「選択肢2：同等規模䛾継続」を行います。



科目名称 配当年次 3

開講年度 2019 単位数 必修 1 開講時期 後期 科目分類 専門科目

月曜3コマ（H201） 月曜4コマ（H201）

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

呼吸・嚥下障害への支援
小林　貴代
（森ノ宮医療大学）

内田　嘉央理
（聖和病院
　　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科）

内田　嘉央理
（聖和病院
　　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科）

家族介護者への健康支援
（介助技術の基礎および介助姿勢に関する注意点）

家族介護者への健康支援
（リフト等を用いた移乗介助体験）

担当教員情報

藤堂　恵美子
（巽病院
　　　老人保健施設）

授業計画

接遇とリスクマネジメント

ポジショニング（拘縮予防と易動作性確保）
小林　貴代
（森ノ宮医療大学）

在宅ケアの対象者の障害像および生活を知り、在宅リハビリテーションにおける理学療法士・
作業療法士の役割を遂行できる知識・技術を修得することが目標です。
当該科目で学ぶ知識や技術は、急性期病院をはじめとした医療施設に勤務する理学療法士・作
業療法士にも必要なものです。

教科書

「訪問リハ危険予知トレーニング　KYT　50の場面」石黒友康・大森豊・斎藤崇志　編

授業概要

授業は1.5コマを5回実施します。
在宅支援に関わる理学療法士・作業療法士を講師に招き、特設の実習室において、対象者の自
宅を再現した環境下で接遇、介護ベッドやリフトをはじめとする福祉用具の使用方法を学びま
す。また、人工呼吸器装着者や胃瘻造設者への在宅での対応等、過去に学んだ基礎知識が在宅
での実践にどのように結びつくかを実技や演習を交えて学びます。

在宅リハビリテーション論

シラバス情報

科　目　情　報

授業目標

時間割情報（教室）



科目名称 配当年次 4

開講年度 2019 単位数 必修 1 開講時期 後期 科目分類 専門科目

到達度

A

B

B

B

シラバス情報

科　目　情　報

在宅リハビリテーション実習

実習期間 5日間

行動目標

一般目標

　急性期、回復期、維持期におけるリハビリテーションのあり方を習得した後、在宅でのリハ
ビリテーションを実習指導者による監督の下で見学させ、在宅ケアの実際を経験する。自宅退
院後の患者や小児、難病の対象者に対する生活期のリハビリテーションの役割・優先課題等を
理解させると同時に、他職種や家族との連携、社会資源の活用による対象者の支援ができる能
力の習得を目指す。

1. 地域リハビリテーション医療の流れにおける在宅リハビリテーションの位置付
け、展開を説明できる。

2. 在宅でリハビリテーションを実施する際の留意事項を説明できる。


3. 家族への配慮、介助指導等の方法について説明できる。


4. リハビリテーションによって心身機能が維持・改善できる問題と、環境整備お
よび社会的資源の活用によって維持・改善できる問題を整理することができる。

A:到達度100〜80％、B:到達度79〜70％、C：到達度69〜60％、D：到達度59％以下



実習後の提出物

『在宅リハビリテーション実習報告書』
　＜報告書の細目＞
　①地域リハビリテーション医療における在宅リハビリテーションの位置付け
　②在宅でリハビリテーションを実施する際の留意事項　
　③家族への配慮、介助指導等の方法
　④リハビリテーションによって心身機能が維持・改善できる問題と、
　　環境整備および社会的資源の活用によって維持・改善できる問題について
　⑤カンファレンス、他職種への申し送り等への参加から学んだこと
　⑥在宅リハビリテーションにおける課題

『感想文』
　A4サイズ1～2枚程度にまとめる

実習後学内セミナー

　以下の課題について討議・報告すること。各自、自分の実習施設における経験をグループ内
で意見交換し、指定の時間内にまとめてください。その後、グループ毎に全体報告をする。
1．
グループディスカッション
課題：以下の観点から、グループメンバーの経験をもとにまとめてください。
① 印象に残った症例と学び
② 在宅、地域における理学療法士の役割、可能性
③ 訪問リハ実習を終えて（病院での理学療法のあり方、課題として感じたこと等）

２．報告会（25分／グループ単位、質疑応答含む）
報告内容
《個別》
・ 実習施設の特徴
・ 印象的だった１症例の紹介（理学療法士の役割を考える上で）
《グループ》
・ 上記課題②③の話し合いまとめ
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地域リハビリテーション学コースシラバス 
（履修証明プログラム） 

 
 

 講座および講義一覧 1（医療・保健・福祉をめぐる社会動向） 
＊演習はスクーリングにて実施 

 
 

講座名【医療・保健・福祉をめぐる社会動向】 

我が国における医療・保健・福祉サービスの需要と供給について、基礎データから臨床に関する諸問題を紹介し、医療的、福祉的、経済学的見地から、  

  そのしくみを学ぶ。 

 
    

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略）                  

医療・介護制度の動向 1-1．医療・介護制度の動向 

1-2．医療・介護制度の動向 

川越  雅弘（前：国立社会保障・人口問題研究所） 

          （現：埼玉県立大学 保健医療福祉学研究科） 

地域ケアにおけるサービス供給の課題 2-1．地域ケアにおけるサービス供給の課題 備酒  伸彦（神戸学院大学 総合リハビリテーション学部） 

  2-2．地域ケアにおけるサービス供給の課題           

社会福祉行政のあり方 3-1．福祉行政 関川  芳孝（大阪府立大学 人間社会システム科学研究科） 

  3-2．福祉行政            

  3-3．福祉行政   

医療経済学 4-1．医療経済学入門 近藤  真司（大阪府立大学 経済学研究科） 

  4-2．医療経済学入門   

  4-3．医療経済学入門   

  4-4．医療経済学入門   

  4-5．医療経済学入門   

地域リハに関わる施策と今後の動向 5-1．大阪府における介護保険の現状と取り組みに

ついて 

三浦 剛（大阪府福祉部高齢介護室） 

  
5-2．大阪府における介護保険の現状と取り組みに

ついて 
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  講座および講義一覧 2（在宅医療における ICT 活用の倫理） 

 
＊演習はスクーリングにて実施 

 

講座名【在宅医療における ICT 活用の倫理】 

メディカルスタッフが在宅医療を進める上で、情報技術の活用が推奨されている。その効果を適切に享受するために必要な ICT 知識、倫理観について学ぶ。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

セキュリティの基本 1-1．情報セキュリティの基本  宮本  貴朗（大阪府立大学 人間社会システム科学研究科） 

  1-2．情報セキュリティの基本                 

  1-3．情報セキュリティの基本   

  1-4．情報セキュリティの基本   

  1-5．情報セキュリティの基本   

  1-6．情報セキュリティの基本   

ICT のヘルスケアへの活用、リスク 2-1．ICT のヘルスケアへの活用 菅野  正嗣（大阪府立大学 人間社会システム科学研究科） 

  2-2．ICT のヘルスケアへの活用                   

  2-3．ICT のヘルスケアへの活用   

在宅医療における情報倫理 3-1．在宅医療における情報倫理 紀平  知樹（兵庫医療大学 共通教育センター） 

  3-2．在宅医療における情報倫理   

  3-3．在宅医療における情報倫理   

施設間の医療情報共有と倫理 

 

4-1．施設間の医療情報共有と倫理  

 

橋本  辰美（前：びわ湖メディカルネット事務局） 

        （現：びわ湖あさがおネット事務局） 

  
4-2．施設間の医療情報共有と倫理 

 

奥田  泰弘（前：びわ湖メディカルネット事務局） 

 

医療 ICT の国内動向 5-1．地域医療情報連携の動向と倫理  北風  晴司（前：日本電気株式会社 医療ソリューション事業部） 

  5-2．地域医療情報連携の動向と倫理           （現：エヌウインド）  

  5-3．地域医療情報連携の動向と倫理   
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 講座および講義一覧 3（コミュニケーションと組織マネージメント） 

＊演習はスクーリングにて実施 

 

講座名【コミュニケーションと組織マネージメント】 

病院・在宅での臨床場面における患者や家族への関わり方、メンタルヘルスのケアから、職場内の対人マネジメントスキルについて理論と実践について学ぶ。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

在宅看護学における患者・家族への関わり方 1-1．在宅看護学における療養者・家族への関わり方 松下  由美子（前：大阪府立大学 看護学研究科） 

 （基礎） 1-2．在宅看護学における療養者・家族への関わり方          （現：甲南女子大学 看護学研究科） 

メンタルヘルス 2-1．メンタルヘルス 

2-2．メンタルヘルス 

稲富  宏之（前：大阪府立大学 

 総合リハビリテーション学研究科） 

             （現：京都大学 医学研究科） 

コミュニケーションスキルのコーチング 3-1．コミュニケーションスキルのコーチング 山本  美保（New とらる co.） 

  3-2．コミュニケーションスキルのコーチング   

コミュニケーションスキルのコーチング（演習）   山本  美保（New とらる co.） 

組織のマネジメント 4-1．組織のマネジメント 増田  基嘉（堺市立健康福祉プラザ   

  4-2．組織のマネジメント            生活リハビリテーションセンター） 

起業の組織マネジメント 5-1．起業の組織マネジメント 谷  隆博（株式会社かなえるリンク） 

  5-2．起業の組織マネジメント   

システム思考で業務姿勢の振り返りを 6-1．システム思考で業務姿勢の振り返りを 辻   洋（大阪府立大学） 

プロジェクトを成功に導くためのリーダーシップ

（演習） 

  広瀬  正（大阪府立大学） 
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 講座および講義一覧 4（社会資源の活用） 

＊演習はスクーリングにて実施 
 

講座名【社会資源の活用】 

地域で患者や高齢者、障害者が活用しうる社会資源を知り、関係機関・組織との連携方法について学ぶ。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

地域福祉の理論 1-1．地域福祉 小野  達也（大阪府立大学 人間社会システム科学研究科） 

  1-2．地域福祉                   

障害者支援の社会資源 2-1．障害者の社会資源 田垣  正晋（大阪府立大学 人間社会システム科学研究科） 

  2-2．障害者の社会資源                   

難病支援の社会資源 3-1．難病の社会資源 須原 忍（前：総合医療企画 総合ケアプランセンター） 

          （現：泉北医療企画 泉北ケアプランセンター） 

在宅医療体制の整備とソーシャルアクション 4-1．在宅医療体制の整備とソーシャルアクション 山中  京子（大阪府立大学 人間社会システム科学研究科） 

  4-2．在宅医療体制の整備とソーシャルアクション                

  4-3．在宅医療体制の整備とソーシャルアクション   

行政機関・組織との連携について 5-1．行政機関・組織との連携について 逢坂  伸子（大東市 保健医療部） 

  5-2．行政機関・組織との連携について   

  5-3．行政機関・組織との連携について   

認知症の人を支える地域づくり 6-1．認知症の人を支える地域づくり 梅本  政隆（前：大牟田市役所 大牟田市認知症ライフサポート研究会） 

  6-2．認知症の人を支える地域づくり         （現：厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課） 

地域で精神障害者を支えるために  7-1．地域で精神障害者を支えるために  三家  英明（医療法人 三家クリニック） 

  7-2．地域で精神障害者を支えるために    

  7-3．地域で精神障害者を支えるために    

患者・家族間のつながりの支援 8-1．当事者と家族（介護者）に対する支援  高畑  進一（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

在宅ケアにおける ICT と社会資源の活用   伊東  学（日本エンブレース株式会社） 

（演習）   大濵 江美子（大阪市立総合医療センター） 
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 講座および講義一覧 5（在宅医療・人生の最終段階における医療） 

演習はスクーリングにて実施 

 

講座名【在宅医療・人生の最終段階における医療】 

在宅医療・人生の最終段階における医療における医療従事者のあり方を学び、かかりつけ医とメディカルスタッフとの連携、リハビリ専門職の役割について考える。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

命といのち－ものがたりの力－ スタートアップセミナー講演 佐藤  伸彦（医療法人社団ナラティブホーム ものがたり診療所） 

                      

在宅医療の実際 2-1．在宅医療とメディカルスタッフの連携 白山  宏人（医療法人拓海会 大阪北ホームケアクリニック） 

  2-2．在宅医療とメディカルスタッフの連携                   

終末期がん患者の看取りケア（理論） 3-1．終末期がん患者の看取りケア 岡本  双美子（大阪府立大学 看護学研究科） 

  3-2．グリーフ   

  3-3．グリーフケア    

在宅ターミナルケアの実際 4-1．在宅ターミナルケアの実際  高澤  洋子（前：よどきり訪問看護ステーション） 

          訪問看護師の立場から         （現：淀川キリスト教病院） 

  4-2．在宅ターミナルケアの実際    

          訪問看護師の立場から   

在宅医療・終末期医療とセラピストの役割 5-1．在宅医療・終末期医療とセラピストの役割 岩﨑  千佳（前：かなえるリハビリ訪問看護ステーション） 

  5-2．在宅医療・終末期医療とセラピストの役割         （現：株式会社こみけあリンク） 

  5-3．在宅医療・終末期医療とセラピストの役割   
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 講座および講義一覧 6（訪問リハにおけるリスクマネジメント） 

＊演習はスクーリングにて実施 
 

講座名【訪問リハにおけるリスクマネジメント】 

多様化する訪問リハビリテーションを行う上でのリスク（医学的、対人関連、労働環境等）とその対応方法について実践的事例を通じて学ぶ。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

医学的リスクマネジメント 1-1．訪問リハにおけるリスクマネジメント（総論） 川見  清豪（リハビリ訪問看護ステーションファミリア） 

  1-2．訪問リハにおけるリスクマネジメント（各論）   

介護者・労働環境のリスクマネジメント 2-1．訪問リハビリテーションにおけるリスクマネジメント 小島  健二朗（訪問看護ステーション帝塚山すみれ） 

  2-2．訪問リハビリテーションにおけるリスクマネジメント   

対人関連のリスクマネジメント 3-1．対人関連のリスクマネジメント 藤堂  恵美子（前：医療法人マックシール  

  

3-2．対人関連のリスクマネジメント 

 

 

            巽病院訪問看護ステーション） 

（現：医療法人マックシール 

巽病院介護老人保健施設） 
訪問リハビリテーションの実践事例 4-1．身体障害領域の実践事例 藤原  太郎（和泉リハビリ訪問看護ステーション） 

（身体障害領域）  4-2．身体障害領域の実践事例   

訪問リハビリテーションの実践事例 5-1．訪問リハビリにおけるリスクマネジメント 関本  充史（かなえるリハビリ訪問看護ステーション） 

（身体障害領域） ―実践事例１―  

 5-2．訪問リハビリにおけるリスクマネジメント 

  ―実践事例２―                                                     
  

訪問リハビリテーションの実践事例 

（精神障害領域） 

6-1．訪問リハビリテーションの実践―基礎編―  

（精神障害者領域） 

関  晋太郎（医療法人三家クリニック  

みつや訪問看護ステーション） 

  
6-2．訪問リハビリテーションの実践―臨床実践編― 

（精神障害者領域） 
  

在宅ケアにおける活動の課題（演習）    三浦  浩（株式会社シャカリハ） 

    山田  剛（やまだリハビリテーション研究所） 
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 講座および講義一覧 7（在宅ケアにおける予後予測 ―ゴール設定と予防―） 

＊演習はスクーリングにて実施 

 

講座名【在宅ケアにおける予後予測 -ゴール設定と予防-】 

在宅療養する難病患者、障害児・者、要介護高齢者の機能的予後に関する知識を深め、適切な予後予測に基づく対処方法と二次障害の予防について学ぶ。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

内科領域における予後予測と二次障害 1-1．内科領域の在宅ケア  今城  保定（医療法人 今城クリニック） 

  1-2．内科領域の在宅ケア   

  1-3．内科領域の在宅ケア   

精神領域における予後予測と二次障害 2-1．精神障害領域の在宅ケア 関  晋太郎（医療法人三家クリニック  

みつや訪問看護ステーション）   2-2．精神障害領域の在宅ケア 

  2-3．精神障害領域の在宅ケア   

看護学視点の予後予測と二次障害 3-1．看護学視点の予後予測と二次障害 曽我  智子（泉大津市社会福祉協議会 地域包括支援センター） 

  3-2．看護学視点の予後予測と二次障害         

  4-1．看護学視点の予後予測と二次障害  新家  静（前：奈良市保健所健康増進課） 

          （現：高槻市子ども保健課） 

理学療法学視点の予後予測と二次障害 5-1．理学療法学視点の予後予測と二次障害  吉良  健司（在宅りはびり研究所・株式会社らいさす） 

  5-2．理学療法学視点の予後予測と二次障害          

理学療法学視点の予後予測と二次障害

（演習） 
  

吉良  健司（在宅りはびり研究所・株式会社らいさす） 

作業療法学視点の予後予測と二次障害 6-1．作業療法学視点の予後予測と二次障害 小林  貴代（森ノ宮医療大学 保健医療学部） 

  6-2．作業療法学視点の予後予測と二次障害   

  6-3．作業療法学視点の予後予測と二次障害   
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 講座および講義一覧 8（生活期の疾病理解） 
＊演習はスクーリングにて実施 

 

講座名【生活期の疾病理解】 

生活期と呼称される疾病の維持期、在宅療養における病態の理解を深める。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

認知症の理解と対応１（在宅） 1-1．認知症の理解と対応（在宅） 沖田  裕子（NPO 法人 認知症の人とみんなのサポートセンター） 

  1-2．認知症の理解と対応（在宅)                 

  1-3．認知症の理解と対応（在宅）   

認知症の理解と対応２（施設） 2-1．介護老人保健施設における認知症の作業療法 上田  章弘（社会福祉法人明石恵泉福祉会  

  ―基礎編―                  介護老人保健施設 恵泉） 

  2-2．介護老人保健施設における認知症の作業療法   

      ―実践編―   

運動機能の加齢変化 3-1．運動機能の加齢変化 樋口  由美（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

  3-2．運動機能の加齢変化 岩田    晃（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

口腔機能の加齢変化 4-1．口腔機能の加齢変化 高橋  節子（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

  4-2．口腔機能の加齢変化                   

口腔ケア、摂食嚥下のマネジメント 5-1．口腔ケア・摂食嚥下マネジメント 吉田  春陽（吉田歯科医院） 

栄養状態、摂取の加齢変化 6-1．栄養状態・摂取の加齢変化 大関  知子（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

発達障害をもつ子どもの理解、対応 7-1．発達障害をもつ子どもの理解と対応 立山  清美（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

  ―総論および幼児期の支援―                  

  7-2．発達障害をもつ子どもの理解と対応 丹葉  寛之（藍野大学 医療保健学部） 

      ―学童期の支援―   

脳性麻痺児・者の理解、対応 8-1．脳性麻痺児・者の理解、対応 米津  亮（前：大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 

          （現：神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部） 

脊髄損傷者の理解、対応 9-1．脊髄損傷の理解、対応 片岡  正教（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 
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 講座および講義一覧 9（総合演習） 

＊演習はスクーリングにて実施 
 

 

講座名【総合演習】 

地域リハビリテーション学コースの全 e ラーニング講義およびスクーリングで修得した知識の実践的活用方法について、グループワークを通じて討議する。 

 

内容 e-learning コンテンツ 講師（敬称略） 

総合演習（スクーリング）  樋口  由美（大阪府立大学 総合リハビリテーション学研究科） 


